
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 長田

全体計画 経費区分 － 内線 3334

事務事業名 11703 予防接種事業（市単独実施）

所　　属 100600 健康福祉部・健康づくり課

施　　策 02010200 健康づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 040102 衛生費・保健衛生費・予防費
科目

事業 020000 予防接種事業（市単独実施）

事業目的 事業概要・効果 

集団生活等での感染症を予防し、重症化を防ぐためイ 0歳～15歳(中学3年生)のインフルエンザ予防接種に対

ンフルエンザ予防接種費用助成を行う。 し必要回数1回につき1,200円(平成26年度までは1,000

 円）の助成を行う。市民税非課税世帯・生活保護世帯

の者に対しては全額助成を行う。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及

内

び予定

令和 2年度　

部

実績 令和 3年度　実

評

績

こどものインフルエ

価

ンザ予防接種助成 こど

【

ものインフルエンザ予

二

防接種助成

令和２年度

次

に限り対象者を高校生

】

までと妊婦、児童扶

養

1

手当受給者に拡大 

令

頁

和 4年度　実績 令和

令

 5年度　実績

こども

和

のインフルエンザ予防

　

接種助成 こどものイン

６

フルエンザ予防接種助

年

成

令和 6年度　予定

度

令和 7年度　予定

こ

　

どものインフルエンザ

行

予防接種助成

政評価事業別シート

実計対象 評価対象



8,000

一般財源 561 1,358

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.2 0.2

正規職員 703.7 703.7

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 353.8 353.8

計 1,057.5 1,057.5

市民一人当たりの経費 0.1 0.2

総額 6,618.5 10,415.5

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品11、印刷製本費144
10節 需用費 155

 

12節 委託費 0

14節 工事請

内

負費 0

18節 負担金

部

補助及び交付金 0

ワク

評

チン接種費用助成5,

価

223、郵便料183

【

その他 5,406

二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 5,561 9,358

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 5,000



委

場での蔓延防止、イン

託

フルエンザの感染予防

費

、重症化予防に貢献し

1

ている。

評   価

コ

4

メント

・成果を落とさ

節

ずにコストを削減する

 

方法はあるか

効 率 

工

性 ・効率性向上に努め

事

ているか 変わらない

・

請

使用料などの受益者負

負

担や補助対象事業の範

費

囲など、財源確保の余

1

地はないか

対象者に学

8

校等を通じ個別通知を

節

配布しており、郵送料

 

等の軽減が図れている

負

。費用については、市

担

が負担す

る額を除いて

金

、受益者が医療機関で

補

負担しており、補助額

助

については、実績に応

及

じ医療機関へ支払いを

び

行うた
評   価

め効

交

率的である。
コメント

付

振り返り（決算年度の

金

取組み課題）

集団生活

そ

での蔓延防止、小児の

の

インフルエンザの合併

他

症の減少、重症化およ

Ｃ

び死亡率の減少のため

Ｈ

継続したワクチン接種

Ｅ

が望まれる。接種率の

Ｃ

向上のため、接種費用

Ｋ

の補助を継続し子育て

個

世代の負担軽減施策と

別

して助成を継続する。

評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品30、印刷製本14

和

5
10節 需用費 17

 

5
 

12節 委託費 0

6

14節 工事請負費 0

年

18節 負担金補助及

度

び交付金 0

ワクチン接

当

種費用助成9,000

初

、郵便料183
その他

予

9,183

ＣＨＥＣＫ

算

個別評価

項目 評価観点

　

評価内容

・市民の生命

事

・財産を守るため市が

業

実施することが必要不

費

可欠な事業であるか

・

の

行政内部の管理運営上

内

必要な事業であるか

必

訳

 要 性 ・市が主体と

主

なり実施すべき事業か

な

高い

・法的な根拠や公

節

的関与の妥当性はある

金

か

・目的は結果（施策

額

の目指す理想）に結び

内

ついているか

インフル

容

エンザワクチン接種に

7

より、小児のインフル

節

エンザの合併症の減少

 

、重症化および死亡率

 

の減少に寄

与するもの

報

であり、費用補助によ

償

り子育て支援となって

費

いる。
評   価

コメ

1

ント

・事業の成果は上

0

がっているか

・目標に

節

対する達成度は十分か

 

有 効 性 ・市民生活

需

上の課題解決に貢献し

用

ているか 有効

・行政内

費

部の管理上の課題解決

1

に貢献しているか

・事

2

業の目的が達成できる

節

ような事業内容になっ

 

ているか

集団生活等の



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

ワクチン接種費用の助成により、一定の接種率が保た 子どもは集団生活の場が多くあり、蔓延防止の

内

目的で

れ、インフルエ

部

ンザの集団生活での蔓

評

延防止、重症化 実施し

価

ている。感染予防、重

【

症化予防のためにも重

二

要

予防に寄与している

次

。様々な感染症が発生

】

する中、地 である。接

4

種率が向上するよう取

頁

り組む。

域の医療を守

Ａ

るためにも接種率の向

Ｃ

上を図り、継続実

施し

Ｔ

ていくことが必要。

外

Ｉ

部評価

次年度以降の方

Ｏ

向性

外部評価コメント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

0歳・30歳の歯周病

規

検診の対象者拡大・事

完

業実施

了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 今西聡

全体計画 経費区分 － 内線 3340

事務事業名 4110 健康診査事業

所　　属 100600 健康福祉部・健康づくり課

施　　策 02010200 健康づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 040102 衛生費・保健衛生費・予防費
科目

事業 040000 健康診査事業

事業目的 事業概要・効果 

後期高齢者健診、各種がん検診等を実施し、疾病の早 後期高齢者健診：75歳以上の市民に対し、個別・集団

期発見、早期治療に努める。 で実施。各種がん検診：対象年齢の市民に対し主に集

若年者からの健診の習慣付けと早期の対応 団で実施。乳がん超音波検診や肺がんCT検診を導入す

るなど、精度の高い検診を行うことにより、早期発見

、早期治療に繋げることがで

内

きる。市民が受診しや

部

す

いよう、胃検診・大

評

腸がん検診は地域を巡

価

回して実施

している。

【

・2020年度より、

二

予約制を導入、受付を

次

分けることや

密の解消

】

の整理も実施、徴収員

1

を増員している。

 

 

頁

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実

令

績及び予定

令和 2年

和

度　実績 令和 3年度

　

　実績

各種がん検診の

６

実施 各種がん検診の実

年

施

後期高齢者健診の実

度

施 後期高齢者健診の実

　

施

若年者健診の実施 若

行

年者健診の実施

歯科健

政

診（検診）の実施 

令

評

和 4年度　実績 令和

価

 5年度　実績

各種が

事

ん検診の実施 各種がん

業

検診の実施

後期高齢者

別

健診の実施 後期高齢者

シ

健診の実施

若年者健診

ー

の実施 若年者健診の実

ト

施

歯科健診（検診）の

実

実施 歯科健診（検診

計

）の実施 

令和 6年

対

度　予定 令和 7年度

象

　予定

須坂市健やか計

評

画21に基づき事業を

価

推進

各種がん検診の実

対

施

後期高齢者健診の実

象

施

若年者健診の実施

2



2%

指標選定 死亡原因の1位であるがんの早期発見のため検診率の向上を図る必要がある

の 理 由

最終年度 国の目標値である50％とする

目標の根拠

指 標 名 肺がん検診の受診率

算　　式 肺がん検診受診者数÷肺がん検診受診対象者×100 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 50% 50% 50% 50% 50%
目 標 値

実 績 11.9% 12.8% 13.8%

指標選定 死亡原因の1位であるがんの早期発見のため検診率の向上を図る必要がある

の 理 由

最終年度 国の目標値

内

である50％とする

目

部

標の根拠

事業費 （単位

評

：千円）

令和 5年度

価

令和 6年度

決　　　

【

算 予　　　算

事業費 1

二

17,488 135,

次

002

国庫支出金 76

】

1,580

特 定 都道

2

府県支出金 3,956

頁

5,647

財 源 地方

指

債 0 0

その他 10,0

 

14 30,976

一般

標

財源 103,442 9

 

6,799

正規職員 0

名

.9 0.9
人員数

会計

算

年度（フル） 0.0 0

　

.0
（人）

会計年度（

　

パート） 0.9 1.0

式

正規職員 6,333.

単

3 6,333.3

人　

位

員 会計年度（フル） 0

年

.0 0.0

コスト 会計

　

年度（パート） 1,5

　

92.1 1,769.

度

0

計 7,925.4 8

令

,102.3

市民一人

和

当たりの経費 2.4 2

 

.7

総額 125,41

3

3.4 143,104

年

.3

（単位：千円）

令

度

和 5年度決算　事業

令

費の内訳

主な節 金額 内

和

容

7節  報償費 0

消

 

耗品費52、印刷製本

4

費744
10節 需用

年

費 796

電算委託料2

度

,961、委託料10

令

0,471
12節 委

和

託費 103,432

1

 

4節 工事請負費 0

1

5

8節 負担金補助及び

年

交付金 0

報酬4,59

度

7、役務費4,884

令

、使用料及び賃借料2

和

,067、その他1,

 

712
その他 13,2

6

60

年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 胃がん検診の受診率

算　　式 胃がん検診受診者数÷胃がん検診受診対象者×100 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 50% 50% 50% 50% 50%
目 標 値

実 績 8.1% 8.5% 8.1%

指標選定 死亡原因の1位であるがんの早期発見のため検診率の向上を図る必要がある

の 理 由

最終年度 国の目標値である50％とする

目標の根拠

指 標 名 大腸がん検診の受診率

算　　式 大腸がん検診受診者数÷大腸がん検診受診対象者×100 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 50% 50% 50% 50% 50%
目 標 値

実 績 15.0% 14.9% 15.



委

内部の管理上の課題解

託

決に貢献しているか

・

費

事業の目的が達成でき

1

るような事業内容にな

4

っているか

国から指針

節

が示されており、生活

 

習慣病の改善、がんの

工

早期発見・早期治療に

事

つながり大変有効であ

請

る。

評   価

コメン

負

ト

・成果を落とさずに

費

コストを削減する方法

1

はあるか

効 率 性 ・

8

効率性向上に努めてい

節

るか やや向上

・使用料

 

などの受益者負担や補

負

助対象事業の範囲など

担

、財源確保の余地はな

金

いか

各がん検診につい

補

ては、集団検診を実施

助

し効率性の向上に努め

及

ている。また肺がん検

び

診、胃がん検診につい

交

て

は、精度の高い肺ら

付

せんＣＴ検診、胃内視

金

鏡検診を実施して、早

そ

期がんの発見に努めて

の

いる。
評   価

コメ

他

ント

振り返り（決算年

Ｃ

度の取組み課題）

受診

Ｈ

者の拡大、受診率の向

Ｅ

上が課題である。また

Ｃ

、がん検診等精密検査

Ｋ

の未受診者が一定数お

個

り、精密検査の受診率

別

の向

上と、未受診者の

評

未受診の理由の未把握

価

をなくしていくことが

項

必要である。

目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費117、食糧費9

和

、印刷製本975
10

 

節 需用費 1,101

6

電算委託料3,890

年

、検診委託料113,

度

000、その他743

当

12節 委託費 117

初

,633

14節 工事

予

請負費 0

18節 負担

算

金補助及び交付金 0

報

　

酬6,085、役務費

事

5,463、使用料及

業

び賃借料2,091、

費

その他2,629
その

の

他 16,268

ＣＨＥ

内

ＣＫ

個別評価

項目 評価

訳

観点 評価内容

・市民の

主

生命・財産を守るため

な

市が実施することが必

節

要不可欠な事業である

金

か

・行政内部の管理運

額

営上必要な事業である

内

か

必 要 性 ・市が主

容

体となり実施すべき事

7

業か 必要不可欠

・法的

節

な根拠や公的関与の妥

 

当性はあるか

・目的は

 

結果（施策の目指す理

報

想）に結びついている

償

か

各種がん検診や健康

費

診査、歯科検診等によ

1

り、疾病の早期発見・

0

早期治療につながり市

節

民の生命を守るために

 

必要不可欠な事業であ

需

る。
評   価

コメン

用

ト

・事業の成果は上が

費

っているか

・目標に対

1

する達成度は十分か

有

2

 効 性 ・市民生活上

節

の課題解決に貢献して

 

いるか 大変有効

・行政



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

総合計画に沿いながら、2024年からスタートした須坂 疾病の早期発見・早期治療のため、必要不

内

可欠な事業

市健やか計

部

画21（第3次須坂市

評

健康づくり計画・第4

価

期 である。検診結果に

【

よる再検査の未受診を

二

なくすこと

須坂市食育

次

推進基本計画）に基づ

】

き事業を推進してい も

4

重要である。今後は、

頁

2024年度からの須

Ａ

坂市健やか

く。若年者

Ｃ

(20歳・30歳)の

Ｔ

歯周病健診の充実を図

Ｉ

る。 計画２１により、

Ｏ

歯科検診を拡大し、事

Ｎ

業を推進する

。

外部評

１

価

次年度以降の方向性

次

外部評価コメント

評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

設置し、

育てなんでも

規

相談おひさまを設置し

完

、子ども課と連携 子ど

了

も課と連携した相談対

事

応を図る。

した相談対

業

応を図る。 ・乳幼児健

ゼ

診の未受診者、精密検

ロ

査の受診勧奨及び、

・

予

乳幼児健診の未受診者

算

、精密検査の受診勧奨

事

及び、 全数把握（対応

業

の徹底）のためマニュ

担

アルに沿った支

全数把

当

握のためマニュアルに

者

沿った支援の実施。 援

全

の実施。妊娠中のアン

体

ケートによる支援の実

計

施。

令和 6年度　予

画

定 令和 7年度　予定

経

・妊娠期から子育て期

費

までの総合相談窓口を

区

設置し、

子ども家庭セ

分

ンターと連携した相談

内

対応を図る。

・乳幼児

線

健診の未受診者、精密

事

検査の受診勧奨及び、

務

全数把握（対応の徹底

事

）のためマニュアルに

業

沿った支

援の実施。妊

名

娠中のアンケートによ

所

る支援の実施。

　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 鈴木あゆ子

全体計画 経費区分 － 内線 3354

事務事業名 4111 母子保健事業

所　　属 100600 健康福祉部・健康づくり課

施　　策 02010200 健康づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 040103 衛生費・保健衛生費・健康づくり推進費
科目

事業 010000 母子保健事業

事業目的 事業概要・効果 

母子保健法に基づく各種健診のほかに、健康相談、離 事業概要

乳食講座等をとおし、母子の健康の保持、増進を図る 　須坂市母子保健計画に基づいた事業を実施する（子

。妊娠期から子育て期にかけて切れ目ない支援を行う 育て支援の家庭訪問、健康相談、保健指導、健康教育

。 、発達障がいの疑いの児の相談事業、療育事業等）

　妊娠期から産後にかけて

内

の健康診査等の助成を

部

し、

安心、安全な出産

評

を支援します。

効果

・

価

子ども達が健やかで、

【

心豊かに育つこと

・親

二

が自覚と責任を持ち、

次

安心して子育てができ

】

るこ

と

 

ＰＬＡＮ－Ｄ

1

Ｏ

年度実績及び予定

令

頁

和 2年度　実績 令和

令

 3年度　実績

・産後

和

ケア事業は、生活保護

　

世帯・市民税非課税世

６

帯 ・妊娠期から子育て

年

期までの総合相談窓口

度

、妊娠・子

の方の自己

　

負担分を無料とし、利

行

用しやすくする。 育て

政

なんでも相談おひさま

評

を設置し、子ども課と

価

連携

・妊娠期から子育

事

て期までの総合相談窓

業

口を設置し、 した相談

別

対応を図る。

子ども課

シ

と連携した相談対応を

ー

図る。 ・乳幼児健診の

ト

未受診者、精密検査の

実

受診勧奨及び、

全数把

計

握（対応の徹底）

令和

対

 4年度　実績 令和 

象

5年度　実績

・妊娠期

評

から子育て期までの総

価

合相談窓口、妊娠・子

対

・妊娠期から子育て期

象

までの総合相談窓口を



7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 80,506 111,289

国庫支出金 22,073 27,027

特 定 都道府県支出金 4,931 6,917

財 源 地方債 0 0

その他 34,486 35,526

一般財源 19,016 41,819

正規職員 4.4 4.8

内

人員数
会計年度（フル

部

） 0.9 1.4
（人）

評

会計年度（パート） 1

価

.3 1.5

正規職員 3

【

0,962.8 33,

二

777.6

人　員 会計

次

年度（フル） 3,22

】

2.9 5,013.4

2

コスト 会計年度（パー

頁

ト） 2,299.7 2

指

,653.5

計 36,

 

485.4 41,44

標

4.5

市民一人当たり

 

の経費 2.2 2.9

総

名

額 116,991.4

算

152,733.5

（

　

単位：千円）

令和 5

　

年度決算　事業費の内

式

訳

主な節 金額 内容

乳幼

単

児健康診査医師・歯科

位

医師謝礼1,548、

年

親子教室（療育事業）

　

講師謝
7節  報償費

　

3,060
礼1,35

度

8、乳幼児心理相談謝

令

礼153 他1

母子健

和

康手帳61、乳幼児健

 

康診査消耗品686 

3

他314
10節 需用

年

費 1,061

電算委託

度

料66、妊婦健康診査

令

委託料30,740、

和

乳児健康診査委託料2

 

,965、
12節 委

4

託費 38,958
産後

年

ケア事業委託料2,6

度

93、産婦健康診査委

令

託料2,490　他4

和

14節 工事請負費 0

 

妊婦健康診査補助33

5

6、産婦健康診査補助

年

金54　他7
18節 

度

負担金補助及び交付金

令

397

未会計年度任用

和

職員報酬5,658、

 

会計年度任用職員給与

6

4,866、妊娠・出

年

産
その他 37,030

度

包括支援事業償還金1

令

,004　他25,5

和

02

 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 乳幼児健康診査平均受診率（1歳６か月歳・３歳児）

算　　式 乳幼児健康診査受診者数÷対象者数×100 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 100 100 100 100
目 標 値

実 績 96.8・99.1 94.2・96.1 97.5・97.2

指標選定 子どもの成長の節目をとらえて、子どもの成長や発達を親と確認し、親が安心して子育てできるようの支援す

の 理 由 ることが重要なため、乳幼児健康診査の受診率を指標とした。

最終年度 全ての子どもが健全に発育・発達できるよう支援するため。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 



委

が主体となり実施すべ

託

き事業か 高い

・法的な

費

根拠や公的関与の妥当

1

性はあるか

・目的は結

4

果（施策の目指す理想

節

）に結びついているか

 

すべてのこどもの健や

工

かな成長、発達のため

事

、妊娠期から子育て期

請

までの切れ目ない支援

負

が大切であり必要性

が

費

高い。
評   価

コメ

1

ント

・事業の成果は上

8

がっているか

・目標に

節

対する達成度は十分か

 

有 効 性 ・市民生活

負

上の課題解決に貢献し

担

ているか 有効

・行政内

金

部の管理上の課題解決

補

に貢献しているか

・事

助

業の目的が達成できる

及

ような事業内容になっ

び

ているか

妊娠期から子

交

育て期までの切れ目な

付

い支援があることで、

金

親の子育てへの不安・

そ

負担軽減につながって

の

いる。

評   価

コメ

他

ント

・成果を落とさず

Ｃ

にコストを削減する方

Ｈ

法はあるか

効 率 性

Ｅ

・効率性向上に努めて

Ｃ

いるか 変わらない

・使

Ｋ

用料などの受益者負担

個

や補助対象事業の範囲

別

など、財源確保の余地

評

はないか

関係機関と連

価

携し、妊娠期から子育

項

て期までの切れ目ない

目

支援を行うことができ

評

た。

評   価

コメン

価

ト

振り返り（決算年度

観

の取組み課題）

　妊娠

点

期から子育て期までの

評

総合相談窓口を設置し

価

、子ども課と連携した

内

相談対応を実施した。

容

乳幼児健診の未受診者

・

の

健診への受診勧奨や

市

、精密検査の受診勧奨

民

をおこない、マニュア

の

ルに沿って全数把握を

生

おこなった。、妊娠中

命

のアンケー

トにより、

・

状況把握に努め必要な

財

支援を行うことができ

産

た。

を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

乳幼児健康診査医師・

令

歯科医師謝礼1,59

和

2、親子教室（療育事

 

業）講師謝
7節  報

6

償費 3,410
礼1,

年

140、乳幼児心理相

度

談員謝礼176 他5

当

02

母子健康手帳53

初

、乳幼児健康診査消耗

予

品627 他661
1

算

0節 需用費 1,34

　

1

子育てアプリ運用委

事

託料66、妊婦健康診

業

査委託料40,000

費

、乳児健康診査委
12

の

節 委託費 49,29

内

6
託料3,500、産

訳

後ケア事業委託料2,

主

630　産婦健康診査

な

委託料3,100　　

節

14節 工事請負費 0

金

妊婦健康診査補助金8

額

75　産婦健康診査補

内

助金150　他148

容

18節 負担金補助及

7

び交付金 1,173

会

節

計年度任用職員報酬7

 

,849、会計年度任

 

用職員給与7,604

報

、職員手当等4,
その

償

他 56,069
274

費

、旅費443、役務費

1

492、共済費3,0

0

21、扶助費31,2

節

00　他1,186

Ｃ

 

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

需

評価観点 評価内容

・市

用

民の生命・財産を守る

費

ため市が実施すること

1

が必要不可欠な事業で

2

あるか

・行政内部の管

節

理運営上必要な事業で

 

あるか

必 要 性 ・市



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

須坂市母子保健計画に基づいた事業を実施し、母性並 出産・子育て応援交付金の給付に併せた伴走型

内

支援体

びに乳幼児の健

部

康保持・増進を図る。

評

また、こども家 制も充

価

実し、妊娠期から子育

【

て期までの切れ目ない

二

支

庭センターと連携を

次

図り、妊娠期から子育

】

て期までの 援ができて

4

いる。今後も、202

頁

4年4月に設置された

Ａ

こ

切れ目ない支援を充

Ｃ

実し、子育ての不安・

Ｔ

負担軽減に ども家庭セ

Ｉ

ンターと連携した子育

Ｏ

て支援や母子の健康

つ

Ｎ

なげる。 保持・増進を

１

図る。

外部評価

次年度

次

以降の方向性

外部評価

評

コメント

価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

健康

事業と介護予防と

規

の一体的実施 長寿発信

完

都市「須坂JAPAN

了

」創生プロジェクトの

事

実施

健康長寿発信都市

業

「須坂JAPAN」創

ゼ

生プロジェクトの

実施

ロ

　

令和 6年度　予定

予

令和 7年度　予定

須

算

坂市健やか計画21（

事

第3次須坂市健康づく

業

り計画・

第4期須坂市

担

食育推進基本計画）の

当

推進、高齢者の保

健事

者

業と介護予防との一体

全

的実施、健康長寿発信

体

都市

「須坂JAPAN

計

」創生プロジェクトの

画

実施

経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 鈴木あゆ子

全体計画 経費区分 － 内線 3352

事務事業名 4112 健康増進事業

所　　属 100600 健康福祉部・健康づくり課

施　　策 02010200 健康づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 040103 衛生費・保健衛生費・健康づくり推進費
科目

事業 020000 健康増進事業

事業目的 事業概要・効果 

健康づくりの指標となる「第2次須坂市健康づくり計 「生涯健康都市すざか」を目指し、市民１人ひとりが

画」に基づき、保健指導、健康講座などを行い、生涯 「自分の健康は、自分でつくり守る」ために健康増進

を通じて生活習慣病予防を主体的に実践する市民を増 に関わる事業を実施する。健康に対する意識を持ち、

やす。 主体的に実践する市民を増や

内

すことで、生涯にわた

部

り

健康で暮らせる須坂

評

市を目指す。

 

 

ＰＬ

価

ＡＮ－ＤＯ

年度実績及

【

び予定

令和 2年度　

二

実績 令和 3年度　実

次

績

食育事業の実施 食育

】

事業の実施

健康長寿発

1

信都市「須坂JAPA

頁

N」創生プロジェクト

令

の 健康長寿発信都市「

和

須坂JAPAN」創生

　

プロジェクトの

実施ー

６

須坂エクササイズ出前

年

講座、健康応援教室、

度

健 実施ー須坂エクササ

　

イズ出前講座、健康応

行

援教室、健

康メニュー

政

の普及、健康スムージ

評

ーの普及　など 康メニ

価

ューの普及、健康スム

事

ージーの普及　など

各

業

種計画の評価に向けた

別

アンケートを実施

令和

シ

 4年度　実績 令和 

ー

5年度　実績

健康意識

ト

に関するアンケート調

実

査の分析と健康づくり

計

次期須坂市健康増進計

対

画、須坂市食育推進計

象

画の策定

計画の指標評

評

価分析、食育事業の実

価

施、高齢者の保健 、高

対

齢者の保健事業と介護

象

予防との一体的実施、



中塩分量10.0g未満の人数÷尿中塩分測定参加者×100 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 72.0% 72.0% 72.0% 72.0% 72.0%
目 標 値

実 績 58.9% 55.1% 60.9%

指標選定 須坂市の健康課題である高血圧に強い影響を及ぼす塩分摂取量を指標とした。

の 理 由

最終年度 より多くの住民が減塩に取り組むことで高血圧の改善が期待できる。

目標の根拠

指 標 名 1回30分以上の軽く汗をかく運動を週２回以上実施している人の割合

算　　

内

式 特定健診で上記運動

部

内容の質問項目該当者

評

数÷特定健診受診者数

価

×100 単位 ％

年　　

【

度 令和 3年度 令和 

二

4年度 令和 5年度 令

次

和 6年度 令和 7年

】

度

目 標 40.0% 4

2

0.0% 40.0% 4

頁

0.0% 40.0%
目

指

 標 値
実 績 34.

 

8% 34.7% 34.

標

4

指標選定 定期的な運

 

動習慣を持つ人が増え

名

ることにより、生活習

算

慣病およびフレイルを

　

予防する。

の 理 由

　

最終年度 運動習慣を持

式

つ人の割合が増えるこ

単

とで健康な市民を増や

位

すことができる。

目標

年

の根拠

事業費 （単位：

　

千円）

令和 5年度 令

　

和 6年度

決　　　算

度

予　　　算

事業費 19

令

,178 20,132

和

国庫支出金 780 78

 

0

特 定 都道府県支出

3

金 197 0

財 源 地方

年

債 0 0

その他 788 8

度

10

一般財源 17,4

令

13 18,542

正規

和

職員 3.0 3.0
人員

 

数
会計年度（フル） 1

4

.9 1.6
（人）

会計

年

年度（パート） 0.6

度

0.9

正規職員 21,

令

111.0 21,11

和

1.0

人　員 会計年度

 

（フル） 6,803.

5

9 5,729.6

コス

年

ト 会計年度（パート）

度

1,061.4 1,5

令

92.1

計 28,97

和

6.3 28,432.

 

7

市民一人当たりの経

6

費 0.9 0.9

総額 4

年

8,154.3 48,

度

564.7

（単位：千

令

円）

令和 5年度決算

和

　事業費の内訳

主な節

 

金額 内容

健康教室講師

7

謝礼214,食育事業

年

謝礼18
7節  報償

度

費 232

健康教室、食

目

育事業事務用品 1,

 

242、健康カレンダ

標

ー、ウオーキングマッ

目

10節 需用費 2,3

 

74
プ、食育リーフレ

標

ット印刷製本費1,1

 

32

尿中塩分測定検査

値

 67
12節 委託費

実

265
健康づくり計画

 

作成業務委託198　

績

14節 工事請負費 0

指

健康まつり実行委員会

標

負担金224
18節 

選

負担金補助及び交付金

定

1,803
信州須坂健

の

康スムージー推進協議

 

会負担金1,560、

理

会議等出席負担金19

 

会計年度任用職員報酬

由

7,307、会計年度

最

任用職員給料2,43

終

3、職員手当2,00

年

その他 14,504
6

度

、共済費2,009、

目

旅費215、役務費5

標

23、使用料及び賃借

の

料11

根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 保健補導員のうち、毎日血圧測定する人の割合

算　　式 保健補導員アンケートで毎日血圧測定と回答した人数÷アンケート回答者総数×100 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0%
目 標 値

実 績 19.8% 15.9% 24.5%

指標選定 生活習慣病予防を主体的に継続的に実践している指標として設定

の 理 由

最終年度 2020年度実施の保健補導員アンケート結果（15%）を基に設定

目標の根拠 任期2年の市民の代表である保健補導員の血圧に対する意識の向上を把握することができる。

指 標 名 尿中塩分量10.0g未満の人の割合

算　　式 尿



委

的は結果（施策の目指

託

す理想）に結びついて

費

いるか

減塩や高血圧予

1

防、運動習慣の定着に

4

ついては2024年度

節

からの須坂市健やか計

 

画21の中でも重点に

工

位置付けて

いる。生活

事

習慣病予防や重症化予

請

防に取り組むことは介

負

護予防や医療費の抑制

費

の点からも重要である

1

ため、引
評   価

き

8

続き取り組む必要があ

節

る。
コメント

・事業の

 

成果は上がっているか

負

・目標に対する達成度

担

は十分か

有 効 性 ・

金

市民生活上の課題解決

補

に貢献しているか 有効

助

・行政内部の管理上の

及

課題解決に貢献してい

び

るか

・事業の目的が達

交

成できるような事業内

付

容になっているか

運動

金

習慣のある者の割合は

そ

横ばい傾向だが、血圧

の

測定を毎日行っている

他

人の割合や塩分が10

Ｃ

グラム未満の割合

は目

Ｈ

標値に近づいて来てい

Ｅ

る。健康の維持・増進

Ｃ

に取り組む人が増える

Ｋ

ことは生活習慣病予防

個

、重症化予防に
評  

別

 価
つながるため、引

評

き続き取り組むことが

価

重要と考える。
コメン

項

ト

・成果を落とさずに

目

コストを削減する方法

評

はあるか

効 率 性 ・

価

効率性向上に努めてい

観

るか 変わらない

・使用

点

料などの受益者負担や

評

補助対象事業の範囲な

価

ど、財源確保の余地は

内

ないか

広く市民に啓発

容

できるよう、広報や地

・

域の集まりの場など既

市

存の場を活用し周知を

民

図っていく必要がある

の

。減

塩については毎月

生

17日の減塩の日が定

命

着するよう取り組みを

・

継続していきたい。
評

財

   価

コメント

振り

産

返り（決算年度の取組

を

み課題）

食育事業やウ

守

ォーキング・健康教室

る

等の実施しや、健康教

た

室高齢者の保健事業と

め

介護予防の一体的実施

市

事業等の取組みに

より

が

、脂質異常症の者の割

実

合の減少や血糖コント

施

ロール不良者の割合の

す

減少等の成果はあった

る

が、高血圧者の割合や

こ

メタ

ボリックシンドロ

と

ーム予備軍・該当者の

が

増加がみられた。20

必

24年度から、須坂市

要

健やか計画21に基づ

不

いた取組みを実施し

市

可

民の健康の維持増進を

欠

目指す。

な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

健康教室講師謝礼 5

令

83
7節  報償費 6

和

23
食育事業謝礼 4

 

0

健康教室・食育事業

6

事務用品 1,400

年

、健康講座チラシ・健

度

康カレンダー・
10節

当

 需用費 2,799
ウ

初

オーキングマップ印刷

予

製本費 1,380、

算

食糧費3、燃料費 1

　

6

システム・機械保守

事

 27、尿中塩分測定

業

検査 83
12節 委

費

託費 110

14節 工

の

事請負費 0

健康まつり

内

実行委員会負担金 6

訳

00
18節 負担金補

主

助及び交付金 2,20

な

0
信州須坂健康スムー

節

ジー推進協議会負担金

金

 1,560、研修会

額

負担金 40

会計年度

内

任用職員報酬 6,7

容

44、会計年度任用職

7

員給料 2,512、

節

その他 14,400
職

 

員手当 2,488、

 

共済費 1,737、

報

旅費 312、役務費

償

 500、使用料 1

費

07

ＣＨＥＣＫ

個別評

1

価

項目 評価観点 評価内

0

容

・市民の生命・財産

節

を守るため市が実施す

 

ることが必要不可欠な

需

事業であるか

・行政内

用

部の管理運営上必要な

費

事業であるか

必 要 

1

性 ・市が主体となり実

2

施すべき事業か 高い

・

節

法的な根拠や公的関与

 

の妥当性はあるか

・目



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

総合計画に沿いながら、2024年からスタートした須坂 4年ぶりに、須坂健康まつりを信州医療セ

内

ンター病院

市健やか計

部

画21（第3次須坂市

評

健康づくり計画・第4

価

期 祭と同時開催し、市

【

民の健康づくり意識の

二

向上を図っ

須坂市食育

次

推進基本計画）に基づ

】

き事業を推進してい た

4

。食育や減塩活動、ウ

頁

ォーキングなどの取組

Ａ

は、効

く。 果が上がる

Ｃ

よう工夫・改善して、

Ｔ

さらに健康増進を促

進

Ｉ

する。

外部評価

次年度

Ｏ

以降の方向性

外部評価

Ｎ

コメント

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

業、ゲートキーパー養

規

成講座による人材育 須

完

高3市町村による総合

了

相談会、自殺未遂者支

事

援、ひ

成、ネットワー

業

クの構築） きこもり部

ゼ

会、ゲートキーパー養

ロ

成講座等の開催

須高3

予

市町村による総合相談

算

会、自殺未遂者支援事

事

業

の実施。第4期自殺

業

予防対策計画の策定

令

担

和 6年度　予定 令和

当

 7年度　予定

第4期

者

自殺予防計画に基づき

全

事業実施 第4期自殺予

体

防計画に基づき事業実

計

施

須高3市町村による

画

総合相談会、自殺未遂

経

者支援、ひ

きこもり部

費

会、ゲートキーパー養

区

成講座等の開催

分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 鈴木あゆ子

全体計画 経費区分 － 内線 3354

事務事業名 10628 精神保健事業

所　　属 100600 健康福祉部・健康づくり課

施　　策 02010200 健康づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 040103 衛生費・保健衛生費・健康づくり推進費
科目

事業 030000 精神保健事業

事業目的 事業概要・効果 

　自殺予防、精神保健の理解のための普及啓発活動を 事業概要

行う 　心の健康づくりに関する意識を高めるため、講座等

　気軽に相談できる相談窓口を充実させる 普及啓発活動の事業を実施する

　地域関係者を含めた庁内関係機関と連携し、自殺予 　自殺予防対策の取組みとして、相談事業の他に、地

防対策を進めるためのネットワークの構築を行う 域関

内

係者を含めた庁内関係

部

部署と連携し、自殺予

評

防対

策連絡会議やゲー

価

トキーパー研修を実施

【

する

効果

・心の健康を

二

保ち、ストレスと上手

次

に付き合う人が増

える

】

。

・自殺者数の減少

Ｐ

1

ＬＡＮ－ＤＯ

年度実績

頁

及び予定

令和 2年度

令

　実績 令和 3年度　

和

実績

自殺予防対策計画

　

に基づき事業実施（相

６

談支援、普及 自殺予防

年

対策計画に基づき事業

度

実施（相談支援事業、

　

啓発事業、人材育成事

行

業、自殺未遂者支援事

政

業） 普及啓発事業、ゲ

評

ートキーパー養成講座

価

による人材育

いのちと

事

暮らしの総合相談会の

業

実施(須高地区） 成、

別

ネットワークの構築）

シ

須高精神保健福祉連絡

ー

協議会による、いのち

ト

と暮らし

の総合相談会

実

の実施、自殺未遂者支

計

援事業の実施

令和 4

対

年度　実績 令和 5年

象

度　実績

自殺予防対策

評

計画に基づき事業実施

価

（相談支援事業、 第4

対

期自殺予防計画に基づ

象

き事業実施

普及啓発事



289 602

正規職員 2.3 2.3
人員数

会計年度（フル） 0.3 0.3
（人）

会計年度（パート） 0.4 0.4

正規職員 16,185.1 16,185.1

人　員 会計年度（フル） 1,074.3 1,074.3

コスト 会計年度（パート） 707.6 707.6

計 17,967.0 17,967.0

市民一人当たりの経費 0.4 0.4

総額 18,513.0 18,950.0

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

ゲートキーパー養成講座50、こころの健康づくり講座20、うつ病の方の家
7節  報償費

内

86
族教室講師謝礼5

部

、悩み無料ダイヤル専

評

門相談員謝礼11

研修

価

会の消耗品10　食糧

【

費3
10節 需用費 1

二

3

12節 委託費 0

1

次

4節 工事請負費 0

須

】

高精神保健福祉協議会

2

負担金440
18節 

頁

負担金補助及び交付金

指

440

郵便料2　旅費

 

5
その他 7

標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 546 983

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 257 381

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源



委

に対する達成度は十分

託

か

有 効 性 ・市民生

費

活上の課題解決に貢献

1

しているか 有効

・行政

4

内部の管理上の課題解

節

決に貢献しているか

・

 

事業の目的が達成でき

工

るような事業内容にな

事

っているか

こころの健

請

康づくり講座等により

負

、広く市民の方々にメ

費

ンタルヘルス対策につ

1

いて知っていただく機

8

会となっ

ている。また

節

、自殺対策としてゲー

 

トキーパー養成講座や

負

悩み無料ダイヤルやそ

担

の後の専門相談員によ

金

る相談
評   価

等効

補

果的な取組みである。

助

コメント

・成果を落と

及

さずにコストを削減す

び

る方法はあるか

効 率

交

 性 ・効率性向上に努

付

めているか 変わらない

金

・使用料などの受益者

そ

負担や補助対象事業の

の

範囲など、財源確保の

他

余地はないか

須高地区

Ｃ

で共同での事業実施等

Ｈ

もしており、効果的、

Ｅ

効率的な事業実施に努

Ｃ

めている。

評   価

Ｋ

コメント

振り返り（決

個

算年度の取組み課題）

別

第４期須坂市自殺予防

評

対策計画に基づき事業

価

を実施した。新型コロ

項

ナウイルス感染症が５

目

類に移行し、こころの

評

健康づく

り講座や「ス

価

トレスと心の健康」を

観

テーマにした出前講座

点

やゲートキーパー養成

評

講座を実施することが

価

できた。引き続き

計画

内

に基づき事業に取り組

容

んでいく。

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

こころの健康づくり講

令

座200、うつ病の方

和

の家族教室講師謝礼3

 

0、ゲート
7節  報

6

償費 353
キーパー研

年

修90、悩み無料ダイ

度

ヤル専門相談員謝礼3

当

3

研修会の消耗品60

初

、食糧費4、印刷製本

予

費32
10節 需用費

算

96

12節 委託費 0

　

14節 工事請負費 0

事

須高精神保健福祉協議

業

会負担金488
18節

費

 負担金補助及び交付

の

金 488

旅費40（こ

内

ころの健康づくり講座

訳

費用弁償、うつの方の

主

家族教室講師費用
その

な

他 46
弁償、ゲートキ

節

ーパー研修他）　郵便

金

料6　

ＣＨＥＣＫ

個別

額

評価

項目 評価観点 評価

内

内容

・市民の生命・財

容

産を守るため市が実施

7

することが必要不可欠

節

な事業であるか

・行政

 

内部の管理運営上必要

 

な事業であるか

必 要

報

 性 ・市が主体となり

償

実施すべき事業か 高い

費

・法的な根拠や公的関

1

与の妥当性はあるか

・

0

目的は結果（施策の目

節

指す理想）に結びつい

 

ているか

こころの健康

需

づくりは自殺対策も含

用

め、市民の生命、健康

費

を守るために取組む重

1

要な事業であり必要性

2

が高い

。
評   価

コ

節

メント

・事業の成果は

 

上がっているか

・目標



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

総合計画に沿いながら、第４期須坂市自殺予防対策計 須坂市自殺予防対策連絡会議を開催し、庁

内

内関係課や

画健に基づ

部

き事業を推進していく

評

。 関係機関と情報共有

価

し、連携した取組を実

【

施。また、

講座等も開

二

催し、予防啓発を促進

次

することも重要であ

る

】

。

外部評価

次年度以降

4

の方向性

外部評価コメ

頁

ント

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 ■ ゼロ予算事業 □ 担当者 仁科了治

全体計画 令和 3年度 ～ 令和 3年度 経費区分 － 内線 3334

事務事業名 15094 保健センター整備事業

所　　属 100600 健康福祉部・健康づくり課

施　　策 02010200 健康づくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 040104 衛生費・保健衛生費・保健センター費
科目

事業 980000 保健センター整備事業

事業目的 事業概要・効果 

全ての者が、安心安全にセンターを利用できるよう施 平成30年度策定の公共施設等総合管理計画によると、

設改修を行う。 維持管理等の方針では、起債等の活用を検討とされて

いる。事務室も手狭になり、業務に支障が出ているた

め、将来的に増築等も視野に入れた長期的な修繕計画

を検討する時期に来ている

内

。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度

部

実績及び予定

令和 2

評

年度　実績 令和 3年

価

度　実績

エレベーター

【

改修工事 13,42

二

0千円 リハビリルーム

次

エアコン改修工事

非常

】

放送設備本機入替工事

1

令和 4年度　実績 令

頁

和 5年度　実績

設計

令

業務委託　500千円

和

設計業務委託 330

　

千円

自動ドア取替工事

６

　322千円 照明器具

年

LED化工事　6,0

度

50千円

外構改修工事

　

　17,182千円

令

行

和 6年度　予定 令和

政

 7年度　予定

評価事業別シート

実計対象 評価対象



源 1,312 0

正規職員 0.0 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.2 0.0

正規職員 0.0 0.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 353.8 0.0

計 353.8 0.0

市民一人当たりの経費 0.5 0.0

総額 24,165.8 0.0

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

設計業務委託料330
12節 委託費 330

 

保健センター外構改修工事17,182、照明器具LED化工事6,050
14節

内

 工事請負費 23,2

部

32
 

18節 負担金

評

補助及び交付金 0

備品

価

購入費250
その他 2

【

50

二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 23,812 0

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 22,500 0

その他 0 0

一般財



委

ているか やや向上

・使

託

用料などの受益者負担

費

や補助対象事業の範囲

1

など、財源確保の余地

4

はないか

照明器具をL

節

ED化したことにより

 

、消費電力の削減が図

工

れる。

評   価

コメ

事

ント

振り返り（決算年

請

度の取組み課題）

予定

負

通り、照明器具LED

費

化工事、外構改修工事

1

が完了した。

事務室も

8

手狭になり、業務に支

節

障が出ているため、将

 

来的に増築等も視野に

負

入れた長期的な修繕計

担

画を検討する時期に来

金

ているため、公共施設

補

総合管理計画に沿いな

助

がら検討が必要。

及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

18節 負担

6

金補助及び交付金 0

そ

年

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

度

評価

項目 評価観点 評価

当

内容

・市民の生命・財

初

産を守るため市が実施

予

することが必要不可欠

算

な事業であるか

・行政

　

内部の管理運営上必要

事

な事業であるか

必 要

業

 性 ・市が主体となり

費

実施すべき事業か 高い

の

・法的な根拠や公的関

内

与の妥当性はあるか

・

訳

目的は結果（施策の目

主

指す理想）に結びつい

な

ているか

全ての者が、

節

安心安全に保健センタ

金

ーを利用できるよう施

額

設改修を行うことがで

内

きた。

評   価

コメ

容

ント

・事業の成果は上

7

がっているか

・目標に

節

対する達成度は十分か

 

有 効 性 ・市民生活

 

上の課題解決に貢献し

報

ているか 大変有効

・行

償

政内部の管理上の課題

費

解決に貢献しているか

1

・事業の目的が達成で

0

きるような事業内容に

節

なっているか

保健セン

 

ターの外階段等、安心

需

安全に保健センターを

用

利用できる環境整備が

費

できた。

評   価

コ

1

メント

・成果を落とさ

2

ずにコストを削減する

節

方法はあるか

効 率 

 

性 ・効率性向上に努め



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 統合・終了 次年度以降の方向性 統合・終了

総合評価コメント ２次評価コメント

保健センターの事務室も手狭になり、業務に支障が出 全ての者が、安心安全に保健センターを利用できるよ

ているため

内

、将来的に増築等も視

部

野に入れた長期的な う

評

施設改修を行うことが

価

できた。将来的に増築

【

等も視

修繕計画を検討

二

する時期に来ている。

次

公共施設総合管 野に入

】

れ検討をする必要があ

4

る。

理計画に沿いなが

頁

ら検討をすすめていく

Ａ

必要がある。

外部評価

Ｃ

次年度以降の方向性

外

Ｔ

部評価コメント

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 堀内理恵

全体計画 経費区分 部局長裁量枠 内線 3338

事務事業名 17612 福祉医療費給付金事業

所　　属 100800 健康福祉部・医療保険課

施　　策 02010300 地域医療支援体制の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 030107 民生費・社会福祉費・福祉医療費給付金対策費
科目

事業 010000 福祉医療費給付金事業

事業目的 事業概要・効果 

　早期に適切な受療と負担軽減を図り、市民福祉の向 乳幼児・児童・生徒、障がい者、母子家庭の母子等及

上に寄与する。 び父子家庭の父子の医療費を助成する。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

　　支給件数　57,158件　支給額　276,494,030円 　　支給件

内

数　60,084件　

部

支給額　288,89

評

8,371円

令和 4

価

年度　実績 令和 5年

【

度　実績

  　支給件

二

数　61,528件　

次

支給額　295,91

】

5,002円 　　支給

1

件数　69,729件

頁

　支給額　338,9

令

69,168円

令和 

和

6年度　予定 令和 7

　

年度　予定

    支

６

給件数　70,000

年

件　支給額　320,

度

000,000円

　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



40,659

財 源 地方債 0 0

その他 80,655 50,570

一般財源 158,980 155,001

正規職員 0.4 0.9
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 1.4 0.7

正規職員 2,814.8 6,333.3

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 2,476.6 1,238.3

計 5,291.4 7,571.6

市民一人当たりの経費 7.1 6.8

総額 371,060.4 355,116.6

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

内

0

消耗品　8
10節 

部

需用費 8

福祉医療給付

評

業務委託料　276、

価

自動給付方式事務委託

【

料　14,302、現

二

物
12節 委託費 19

次

,877
給付方式事務

】

委託料　5,298、

2

未熟児養育医療審査支

頁

払事務委託料　1

14

指

節 工事請負費 0

18

 

節 負担金補助及び交

標

付金 0

報酬　2,03

 

9、職員手当等　40

名

4、共済費　424、

算

旅費　60、役務費（

　

郵便
その他 345,8

　

84
料）　439、シ

式

ステム使用料　628

単

、扶助費　341,8

位

90

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 365,769 347,545

国庫支出金 738 1,315

特 定 都道府県支出金 125,396 1



委

価

コメント

・事業の成

託

果は上がっているか

・

費

目標に対する達成度は

1

十分か

有 効 性 ・市

4

民生活上の課題解決に

節

貢献しているか 大変有

 

効

・行政内部の管理上

工

の課題解決に貢献して

事

いるか

・事業の目的が

請

達成できるような事業

負

内容になっているか

早

費

期受診と医療費の負担

1

軽減につながっている

8

。

評   価

コメント

節

・成果を落とさずにコ

 

ストを削減する方法は

負

あるか

効 率 性 ・効

担

率性向上に努めている

金

か 変わらない

・使用料

補

などの受益者負担や補

助

助対象事業の範囲など

及

、財源確保の余地はな

び

いか

乳幼児等の県の通

交

院補助対象が中学校３

付

年生までに拡大したが

金

、市では18歳年度末

そ

まで医療費を助成して

の

いる

ため、引き続き県

他

の補助拡大を要望して

Ｃ

いく。
評   価

受給

Ｈ

者証のデジタル化によ

Ｅ

り印刷代や郵送料を削

Ｃ

減できる可能性はある

Ｋ

が、医療機関等の協力

個

が必要である。
コメン

別

ト

振り返り（決算年度

評

の取組み課題）

近年の

価

子育て支援施策の充実

項

により、窓口完全無料

目

化にするべきか、医療

評

機関等の負荷と県や近

価

隣他市町村の動向を見

観

な

がら対象範囲の検討

点

など、持続可能な制度

評

として取り組んでいく

価

必要がある。

マイナ保

内

険証への移行の影響を

容

受け、受給者証のデジ

・

タル化等課題が多い。

市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品　8
10節 需用費

和

8

福祉医療給付業務委

 

託料　276、自動給

6

付方式事務委託料　1

年

4,000、現物
12

度

節 委託費 19,97

当

8
給付方式事務委託料

初

　5,700、未熟児

予

養育医療審査支払事務

算

委託料　2

14節 工

　

事請負費 0

18節 負

事

担金補助及び交付金 0

業

報酬　2,189、職

費

員手当等　752、共

の

済費　492、旅費　

内

62、役務費（郵便
そ

訳

の他 327,559
料

主

）　230、システム

な

使用料　634、扶助

節

費　323,200

Ｃ

金

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

額

評価観点 評価内容

・市

内

民の生命・財産を守る

容

ため市が実施すること

7

が必要不可欠な事業で

節

あるか

・行政内部の管

 

理運営上必要な事業で

 

あるか

必 要 性 ・市

報

が主体となり実施すべ

償

き事業か 必要不可欠

・

費

法的な根拠や公的関与

1

の妥当性はあるか

・目

0

的は結果（施策の目指

節

す理想）に結びついて

 

いるか

難病や重病でな

需

い通常の治療について

用

は国や県からの医療費

費

助成の制度は確立され

1

ておらず、早期適切な

2

受療

と医療費の負担軽

節

減を図るために必要不

 

可欠である。
評   



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

適正な早期受療と医療費の負担軽減を図るため、必要 2023年度から乳幼児等の資格を18歳

内

年度末まで拡大し

不可

部

欠である。また、子ど

評

も等の窓口無料化への

価

動き たことにより、適

【

正な早期受療と医療費

二

の負担軽減を

は、子育

次

て支援施策として重き

】

をなしており、引き続

4

さらに進めることがで

頁

きた。今後も、制度の

Ａ

安定した

き国県へ財政

Ｃ

支援を要望していく。

Ｔ

運営を継続する。

外部

Ｉ

評価

次年度以降の方向

Ｏ

性

外部評価コメント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 今西聡

全体計画 経費区分 － 内線 3340

事務事業名 5858 特定健康診査事業

所　　属 100600 健康福祉部・健康づくり課

施　　策 02010300 地域医療支援体制の推進

会計 11 国民健康保険特別会計
予算

科目 040201 保健事業費・特定健康診査等事業費・特定健康診査等事業費
科目

事業 010100 特定健康診査等事業・特定健康診査事業

事業目的 事業概要・効果 

将来的な医療費の削減を目指す。 平成２０年度から４０歳以上の被保険者を対象に、内

臓脂肪型肥満に着目した特定健康診査・特定保健指導

が保険者に義務付けとなり、メタボリックシンドロー

ム該当者及び予備軍を減少させるための特定保健指導

が必要となる人を抽出するために健診を実

内

施する。

２０２１年度

部

からのコロナ禍により

評

、予約制を導入、

健診

価

時間が延長となり、徴

【

収員の時間数増加

 

Ｐ

二

ＬＡＮ－ＤＯ

年度実績

次

及び予定

令和 2年度

】

　実績 令和 3年度　

1

実績

受診率42.1%

頁

受診率43.7%

 

 

令

令和 4年度　実績 令

和

和 5年度　実績

受診

　

率46.6％ 受診率4

６

5.8％

令和 6年度

年

　予定 令和 7年度　

度

予定

受診率60.0％

　行政評価事業別シート

実計対象 評価対象



 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 25,240 31,162

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 13,618

財 源 地方債 0 0

その他 0 1,470

一般財源 25,240 16,074

正規職員 0.4 0.5
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.4 0.6

正規職員 2,814.8 3,518.5

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 707.6 1,061.4

計 3,522.4 4,579.9

市民一人当た

内

りの経費 0.5 0.7

部

総額 28,762.4

評

35,741.9

（単

価

位：千円）

令和 5年

【

度決算　事業費の内訳

二

主な節 金額 内容

7節 

次

 報償費 0

消耗品費 

】

4 印刷製本費 24

2

10節 需用費 28

そ

頁

の他委託料 25,0

指

05
12節 委託費 2

 

5,005

14節 工

標

事請負費 0

18節 負

 

担金補助及び交付金 0

名

報酬 18 旅費 1

算

 役務費 187 使

　

用料及び賃借料 1 

　

その他 207

式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 特定健診の年間受診率

算　　式 健診受診者／40歳以上の被保険者 単位 %

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 60 60 60 60
目 標 値

実 績 43.7 46.6 45.8

指標選定 第三期特健等計画が30年度末で60%を目指しているため

の 理 由

最終年度 国掲示値が30年度末で60%であるため

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理



委

るか

がん等の生活習慣

託

病を早期に発見し、早

費

期治療に結びついてお

1

り大変有効

評   価

4

コメント

・成果を落と

節

さずにコストを削減す

 

る方法はあるか

効 率

工

 性 ・効率性向上に努

事

めているか 向上

・使用

請

料などの受益者負担や

負

補助対象事業の範囲な

費

ど、財源確保の余地は

1

ないか

健診の普及啓発

8

や健診申し込みのひと

節

つとして、SNS広告

 

を活用し効率性向上に

負

努めた。

評   価

コ

担

メント

振り返り（決算

金

年度の取組み課題）

市

補

民が生涯を通じて健康

助

で充実した生活が実現

及

できるよう、各種健(

び

険)診の受診率向上を

交

図り、疾病を早期に発

付

見し適切

な医療につな

金

ぐ継続的な取り組みが

そ

必要である。

の他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費 66 印刷製本

和

費 64
10節 需用

 

費 130

健診等委託料

6

 30,000　デー

年

タ管理委託 729
1

度

2節 委託費 30,7

当

29
 

14節 工事請

初

負費 0

18節 負担金

予

補助及び交付金 0

報酬

算

 96 旅費 5 役

　

務費 200 使用料

事

及び賃借料 2 
その

業

他 303

ＣＨＥＣＫ

個

費

別評価

項目 評価観点 評

の

価内容

・市民の生命・

内

財産を守るため市が実

訳

施することが必要不可

主

欠な事業であるか

・行

な

政内部の管理運営上必

節

要な事業であるか

必 

金

要 性 ・市が主体とな

額

り実施すべき事業か 必

内

要不可欠

・法的な根拠

容

や公的関与の妥当性は

7

あるか

・目的は結果（

節

施策の目指す理想）に

 

結びついているか

国の

 

示す指針に基づき実施

報

する事業であり、市民

償

の健康保持増進のため

費

必要不可欠である。

評

1

   価

コメント

・事

0

業の成果は上がってい

節

るか

・目標に対する達

 

成度は十分か

有 効 

需

性 ・市民生活上の課題

用

解決に貢献しているか

費

大変有効

・行政内部の

1

管理上の課題解決に貢

2

献しているか

・事業の

節

目的が達成できるよう

 

な事業内容になってい



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

健(険)診により、がん等疾患の早期発見・早期治療に 生活習慣病予防、重症化予防のため、健

内

診の受診率向

つながっ

部

ており、市民の健康の

評

保持増進のため継続実

価

上を図る。受診勧奨を

【

効果的に実施する必要

二

がある。

施が不可欠な

次

事業である。

外部評価

】

次年度以降の方向性

外

4

部評価コメント

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

：46.6％　 0月）

規

　特定健診受診率:4

完

5.8%　

尿中塩分測

了

定　566人実施　平

事

均9.7g 尿中塩分測

業

定　

集団運動実践　4

ゼ

6回　延べ429人　

ロ

実人数　31人参加 集

予

団運動実践　46回　

算

延べ403人　実人数

事

47人参加

令和 6年

業

度　予定 令和 7年度

担

　予定

特定保健指導実

当

施目標　62％　

尿中

者

塩分測定　

集団運動教

全

室の実施　46回　

体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 赤沼智香子

全体計画 経費区分 － 内線 3396

事務事業名 5860 特定保健指導事業

所　　属 100600 健康福祉部・健康づくり課

施　　策 02010300 地域医療支援体制の推進

会計 11 国民健康保険特別会計
予算

科目 040201 保健事業費・特定健康診査等事業費・特定健康診査等事業費
科目

事業 010200 特定健康診査等事業・特定保健指導事業

事業目的 事業概要・効果 

生活習慣病の予防 須坂市国民健康保険第３期保健事業実施計画（第４期

特定保健指導目標実施率60％ 特定健康診査等実施計画）に基づき、高血圧・糖尿病

等の生活習慣病の予備群に対し、対象者が自分の健康

に関するセルフケア（自己管理）ができるよう一人ひ

とりに合わせた自主的

内

な健康増進及び疾病予

部

防のため

の行動目標を

評

設定・実践を支援する

価

ことにより、生活

習慣

【

病への移行を予防し、

二

将来的な医療費削減を

次

図る

ことを目指す

ＰＬ

】

ＡＮ－ＤＯ

年度実績及

1

び予定

令和 2年度　

頁

実績 令和 3年度　実

令

績

特定保健指導実施率

和

目標 54％ 特定保健

　

指導実施率目標　56

６

％

特定保健指導の実施

年

 48.1％（202

度

0年度法定報告） 特定

　

保健指導の実施　38

行

.9％

尿中塩分測定 

政

508人　平均9.9

評

g 特定健診受診率　4

価

3.7％

集団運動実践

事

 40回　204人 尿

業

中塩分測定 491人

別

　平均9.5g

集団運

シ

動実践 36回　15

ー

5人

令和 4年度　実

ト

績 令和 5年度　実績

実

特定保健指導実施目標

計

　58％ 特定保健指導

対

実施目標　60％

特定

象

保健指導の実施率61

評

.7％　 特定保健指導

価

の実施率:（2023

対

年度法定報告は202

象

4年1

特定健診受診率



計画に基づく（Ｈ30から）

の 理 由

最終年度 国の目標に準ずる

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 2,595 4,292

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 2,595 4,292

正規職員 2.5 3.0
人員数

会計年度（フル） 0.8 1.2
（人）

会計年度（パート） 0

内

.4 0.8

正規職員 1

部

7,592.5 21,

評

111.0

人　員 会計

価

年度（フル） 2,86

【

4.8 4,297.2

二

コスト 会計年度（パー

次

ト） 707.6 1,4

】

15.2

計 21,16

2

4.9 26,823.

頁

4

市民一人当たりの経

指

費 0.5 0.6

総額 2

 

3,759.9 31,

標

115.4

（単位：千

 

円）

令和 5年度決算

名

　事業費の内訳

主な節

算

金額 内容

講師謝礼20

　

7節  報償費 20

消

　

耗品費554 　印刷

式

製本費123  
10

単

節 需用費 677
 

健

位

診データ分析ソフトサ

年

ポート委託料 66 

　

 尿中塩分測定委託料

　

 10  　健
12節

度

 委託費 254
康教育

令

・保健指導委託料 1

和

77

14節 工事請負

 

費 0

18節 負担金補

3

助及び交付金 0

報酬1

年

579 　 旅費 2

度

2  役務費 20　

令

使用料及び賃借料 2

和

2
その他 1,644

 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 特定保健指導年間実施率

算　　式 （特定保健指導修了者÷特定保健指導対象者）×100 単位 %

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 56 58 60 62 63
目 標 値

実 績 38.9 61.7

指標選定 第3期須坂市国民健康保険特定健康診査等実施計画に基づく（Ｈ30から）

の 理 由

最終年度 国の目標に準ずる

目標の根拠

指 標 名 特定健診の受診率

算　　式 （特定健診受診者÷特定健診対象者）×100 単位 %

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 60 60 60 60 60
目 標 値

実 績 43.7 46.6 45.8

指標選定 第3期須坂市国民健康保険特定健康診査等実施



委

図ることができるため

託

。
コメント

・事業の成

費

果は上がっているか

・

1

目標に対する達成度は

4

十分か

有 効 性 ・市

節

民生活上の課題解決に

 

貢献しているか 普通

・

工

行政内部の管理上の課

事

題解決に貢献している

請

か

・事業の目的が達成

負

できるような事業内容

費

になっているか

課題解

1

決に向かうように、須

8

坂市国民健康保険第３

節

期保健事業実施計画（

 

第４期特定健康診査等

負

実施計画）に

基づき保

担

健事業を行っている
評

金

   価

コメント

・成

補

果を落とさずにコスト

助

を削減する方法はある

及

か

効 率 性 ・効率性

び

向上に努めているか や

交

や向上

・使用料などの

付

受益者負担や補助対象

金

事業の範囲など、財源

そ

確保の余地はないか

保

の

健指導従事者の力量形

他

成のため、研修会、保

Ｃ

健指導マニュアルの活

Ｈ

用等行った。

評   

Ｅ

価

コメント

振り返り（

Ｃ

決算年度の取組み課題

Ｋ

）

保健指導従事者の人

個

員体制強化、保健指導

別

状況の見えるか化、保

評

健指導案内通知後のタ

価

イムリーなアプローチ

項

などの実践

により、保

目

健指導実質が向上した

評

。

価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

研修会謝礼 40
7節

令

  報償費 40

消耗品

和

費 390　印刷製本

 

 537
10節 需用

6

費 927

健診データ分

年

析ソフトサポート委託

度

料 278　尿中塩分

当

測定委託料 22
12

初

節 委託費 478
健康

予

教育・保健指導等委託

算

料 178

14節 工

　

事請負費 0

18節 負

事

担金補助及び交付金 0

業

報酬　2502 旅費

費

 220  郵便料 

の

100　使用料及び賃

内

借料 25
その他 2,

訳

847

ＣＨＥＣＫ

個別

主

評価

項目 評価観点 評価

な

内容

・市民の生命・財

節

産を守るため市が実施

金

することが必要不可欠

額

な事業であるか

・行政

内

内部の管理運営上必要

容

な事業であるか

必 要

7

 性 ・市が主体となり

節

実施すべき事業か 高い

 

・法的な根拠や公的関

 

与の妥当性はあるか

・

報

目的は結果（施策の目

償

指す理想）に結びつい

費

ているか

国民健康保険

1

被保険者が、自分の健

0

康に関するセルフケア

節

（自己管理）ができる

 

よう一人ひとりに合わ

需

せた自

主的な健康増進

用

及び疾病予防のための

費

行動目標を設定・実践

1

を支援することにより

2

、生活習慣病への移行

節

を予
評   価

防し、

 

将来的な医療費削減を



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大） 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

第４期特定健康診査等実施計画に基づき、特定保健指 保健指導スキルアップのための研修会開催や保

内

健指導

導事業(法定義

部

務)を実施する。生活

評

習慣病予防と重症 マニ

価

ュアルの作成・活用等

【

行い、保健指導実施率

二

が向

化予防のため、健

次

診結果も基づいた保健

】

指導実施率を 上し、目

4

標を達成した。今後も

頁

継続して、健診結果に

Ａ

上げることが必要であ

Ｃ

る。 基づいた保健指導

Ｔ

を実施する。

外部評価

Ｉ

次年度以降の方向性

外

Ｏ

部評価コメント

Ｎ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

活用講座を開催した 課

規

と連携してエンディン

完

グノート活用講座を開

了

催した

。 。

令和 6年

事

度　予定 令和 7年度

業

　予定

生活指導、健康

ゼ

相談等を通して、ひと

ロ

り暮らし高齢者

等の健

予

康づくりを増進する。

算

ハッピーエンド計画の

事

取り組みとして、生涯

業

学習推進

課と連携して

担

エンディングノート活

当

用講座を開催する

。

者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 滝澤和美

全体計画 令和 3年度 ～ 令和 7年度 経費区分 部局長裁量枠 内線 3326

事務事業名 4087 高齢者自立支援事業

所　　属 100300 健康福祉部・高齢者福祉課

施　　策 02010400 生きがいづくりと介護予防の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 030103 民生費・社会福祉費・高齢者対策費
科目

事業 020000 高齢者自立支援事業

事業目的 事業概要・効果 

高齢者が在宅で安心して生活できる支援と生きがい活 高齢者を地域で見守り、安心して生活するための事業

動の支援。 。また、家に閉じこもりがちな高齢者及び虚弱な高齢

者に対し、仲間づくり等を通じて要介護状態への進行

の防止を図る。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績

内

令和 3年度　実績

生

部

活指導、健康相談等を

評

通して、ひとり暮らし

価

高齢者 生活指導、健康

【

相談等を通して、ひと

二

り暮らし高齢者

等の健

次

康づくりを増進した。

】

等の健康づくりを増進

1

する。

ハッピーエンド

頁

計画の取り組みとして

令

、生涯学習推進 ハッピ

和

ーエンド計画の取り組

　

みとして、エンディン

６

グ

課と連携してエンデ

年

ィングノート活用講座

度

を開催した ノートを改

　

訂し、生涯学習推進課

行

と連携してエンディ

。

政

ングノート活用講座を

評

開催した。

令和 4年

価

度　実績 令和 5年度

事

　実績

生活指導、健康

業

相談等を通して、ひと

別

り暮らし高齢者 生活指

シ

導、健康相談等を通し

ー

て、ひとり暮らし高齢

ト

者

等の健康づくりを増

実

進する。 等の健康づく

計

りを増進した。

ハッピ

対

ーエンド計画の取り組

象

みとして、生涯学習推

評

進 ハッピーエンド計画

価

の取り組みとして、生

対

涯学習推進

課と連携し

象

てエンディングノート



齢者福祉施策の指標として目標値を設定した

目標の根拠 が、現状にあわせて目標値を設定した。

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 5,404 6,775

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 77 1,699

一般財源 5,327 5,076

正規職員 0.6 0.7
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0

内

（人）
会計年度（パー

部

ト） 0.1 0.1

正規

評

職員 4,222.2 4

価

,925.9

人　員 会

【

計年度（フル） 0.0

二

0.0

コスト 会計年度

次

（パート） 176.9

】

176.9

計 4,39

2

9.1 5,102.8

頁

市民一人当たりの経費

指

0.2 0.2

総額 9,

 

803.1 11,87

標

7.8

（単位：千円）

 

令和 5年度決算　事

名

業費の内訳

主な節 金額

算

内容

7節  報償費 0

　

10節 需用費 0

生活

　

管理指導短期宿泊事業

式

委託料0、後期高齢者

単

健康増進事業委託料7

位

26、
12節 委託費

年

1,726
自立生活特

　

別支援事業委託料1,

　

000

14節 工事請

度

負費 0

18節 負担金

令

補助及び交付金 0

会計

和

年度任用職員報酬2,

 

317、手当458、

3

借上料400、その他

年

503
その他 3,67

度

8
 

令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 すざかマイ・ノート活用講座参加者数

算　　式 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 30 30 30 30 30
目 標 値

実 績 10 59 20

指標選定 自立を考える高齢者の数として

の 理 由

最終年度 現状の開催回数にあわせて目標値を設定した。

目標の根拠

指 標 名 見守り支援事業協力隊参加事業者数

算　　式 単位 事業所

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 16 17 18 19 20
目 標 値

実 績 18 18 18

指標選定 高齢者を見守る施策のひとつとして数値化できるものである

の 理 由

最終年度 「須坂市高齢者いきいきプラン」(令和３年度～令和５年度)で高



委

の事業を行っている。

託

●民間事業者の「見守

費

り支援事業協力隊」に

1

より、高齢者の見守り

4

協力を行っている。

・

節

事業の成果は上がって

 

いるか

・目標に対する

工

達成度は十分か

有 効

事

 性 ・市民生活上の課

請

題解決に貢献している

負

か 有効

・行政内部の管

費

理上の課題解決に貢献

1

しているか

・事業の目

8

的が達成できるような

節

事業内容になっている

 

か

●ひとり暮らし高齢

負

者等の健康づくりと介

担

護予防につながってい

金

る。

●エンディングノ

補

ートの活用により、も

助

しもの時に備え家族等

及

へ自分の希望を伝える

び

ことができる。
評  

交

 価
●安否確認・孤独

付

死の防止のため「見守

金

り支援事業協力隊」の

そ

協力を得て見守りが実

の

施できている。
コメン

他

ト

・成果を落とさずに

Ｃ

コストを削減する方法

Ｈ

はあるか

効 率 性 ・

Ｅ

効率性向上に努めてい

Ｃ

るか 変わらない

・使用

Ｋ

料などの受益者負担や

個

補助対象事業の範囲な

別

ど、財源確保の余地は

評

ないか

●自立生活特別

価

支援事業の委託方法に

項

ついて、引き続き検討

目

する。

●すざかマイ・

評

ノートの活用講座につ

価

いては、外部講師では

観

なく職員が対応してい

点

る。
評   価

コメン

評

ト

振り返り（決算年度

価

の取組み課題）

●すざ

内

かマイ・ノートについ

容

て、広告掲載による方

・

法・にて無料で作成し

市

、印刷製本費の削減に

民

努めた。

●一律の金額

の

で委託している自立生

生

活特別支援事業につい

命

て、引き続き検討して

・

いく。

財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

生活管理

和

指導短期宿泊事業委託

 

料201 後期高齢者

6

健康増進事業委託料1

年

,08
12節 委託費

度

2,290
9 自立生

当

活特別支援事業委託1

初

,000

14節 工事

予

請負費 0

18節 負担

算

金補助及び交付金 0

会

　

計年度任用職員報酬2

事

,455、手当843

業

、借上料600、その

費

他587
その他 4,4

の

85

ＣＨＥＣＫ

個別評

内

価

項目 評価観点 評価内

訳

容

・市民の生命・財産

主

を守るため市が実施す

な

ることが必要不可欠な

節

事業であるか

・行政内

金

部の管理運営上必要な

額

事業であるか

必 要 

内

性 ・市が主体となり実

容

施すべき事業か 高い

・

7

法的な根拠や公的関与

節

の妥当性はあるか

・目

 

的は結果（施策の目指

 

す理想）に結びついて

報

いるか

●ひとり暮らし

償

高齢者等の健康づくり

費

及び要介護状態への進

1

行防止につなげている

0

。

●社会福祉協議会に

節

委託している自立生活

 

特別支援事業により、

需

介護給付で対応できな

用

い生活援助、身体介護

費

評   価
を行ってい

1

る。
コメント

●人生の

2

最終段階を自分らしく

節

迎え、安心して生きが

 

いを持って暮らすため



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

後期高齢者の介護予防事業や介護保険では対応できな ひとり暮らし高齢者等の健康づくりと介護

内

予防に必要

い生活援助

部

等は在宅で自立した生

評

活を継続するために な

価

事業である。すざかマ

【

イ・ノートやエンディ

二

ングノ

必要である。 ー

次

トを活用し、人生の最

】

後について家族と話し

4

合うこ

安心して生活す

頁

るために見守り体制を

Ａ

強化し、今後の とが重

Ｃ

要である。

人生を考え

Ｔ

るためにエンディング

Ｉ

ノートを活用する必

要

Ｏ

がある。

外部評価

次年

Ｎ

度以降の方向性

外部評

１

価コメント

次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

定

●ひとり暮らし安心

規

コール事業の実施

●高

完

齢者にやさしい住宅改

了

良促進事業等の実施

●

事

おむつ購入利用券、理

業

容・美容利用券給付等

ゼ

の在宅

福祉券給付事業

ロ

の実施

予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 滝澤和美

全体計画 令和 3年度 ～ 令和 7年度 経費区分 部局長裁量枠 内線 3326

事務事業名 4089 高齢者在宅福祉事業

所　　属 100300 健康福祉部・高齢者福祉課

施　　策 02010400 生きがいづくりと介護予防の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 030103 民生費・社会福祉費・高齢者対策費
科目

事業 030000 高齢者在宅福祉事業

事業目的 事業概要・効果 

ひとり暮らし・寝たきり・認知症高齢者に対して、在 ・在宅の重度要介護者及びその家族を支援するため、

宅での生活支援と介護世帯の経済的負担の軽減を図る 「在宅福祉介護者慰労金支給事業」、「在宅福祉利用

。 券給付事業」を行う。

 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績

内

令和 3年度　実績

●

部

ひとり暮らし安心コー

評

ル事業を実施した。 ●

価

ひとり暮らし安心コー

【

ル事業を実施した。

●

二

高齢者にやさしい住宅

次

改良促進事業等を実施

】

した。 ●高齢者にやさ

1

しい住宅改良促進事業

頁

等を実施した。

●理容

令

・美容利用券給付等の

和

在宅福祉券給付事業を

　

実 ●理容・美容利用券

６

給付等の在宅福祉券給

年

付事業を実

施した。 施

度

した。

令和 4年度　

　

実績 令和 5年度　実

行

績

●ひとり暮らし安心

政

コール事業を実施した

評

。 ●ひとり暮らし安心

価

コール事業を実施した

事

。

●高齢者にやさしい

業

住宅改良促進事業等を

別

実施した。 ●高齢者に

シ

やさしい住宅改良促進

ー

事業等を実施した。

●

ト

おむつ購入利用券、理

実

容・美容利用券給付等

計

の在宅 ●おむつ購入利

対

用券、理容・美容利用

象

券給付等の在宅

福祉券

評

給付事業を実施した。

価

福祉券給付事業を実施

対

した。

令和 6年度　

象

予定 令和 7年度　予



令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 38,536 41,608

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 23 838

財 源 地方債 0 0

その他 17,000 17,000

一般財源 21,513 23,770

正規職員 0.5 0.5
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.1

正規職員 3,518.5 3,518.5

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計

内

年度（パート） 0.0

部

176.9

計 3,51

評

8.5 3,695.4

価

市民一人当たりの経費

【

0.8 0.9

総額 42

二

,054.5 45,3

次

03.4

（単位：千円

】

）

令和 5年度決算　

2

事業費の内訳

主な節 金

頁

額 内容

在宅福祉介護者

指

慰労金21,672
7

 

節  報償費 21,6

標

72
 

消耗品費30
1

 

0節 需用費 30
 

助

名

け合い推進事業関連事

算

業委託料1,377、

　

ひとり暮らし安心コー

　

ル事業委
12節 委託

式

費 1,546
託料16

単

9

14節 工事請負費

位

0

高齢者にやさしい住

年

宅改良促進補助0、介

　

護保険社福軽減補助金

　

3、その他
18節 負

度

担金補助及び交付金 5

令

3
50

扶助費15,1

和

65、その他70
その

 

他 15,235
 

3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 高齢者の外出支援・移動サービスの事業者数

算　　式 単位 事業者

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 1 1 2 2
目 標 値

実 績 1 1

指標選定 高齢者の在宅生活を支援する事業である「須坂市高齢者いきいきプラン」(令和３年度～令和５年度)で高齢者

の 理 由 福祉施策の指標として目標値を設定したが、令和６年度以降については現状にあわせて目標値を設定した。

最終年度  

目標の根拠  

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度



委

の課題解決に貢献して

託

いるか 有効

・行政内部

費

の管理上の課題解決に

1

貢献しているか

・事業

4

の目的が達成できるよ

節

うな事業内容になって

 

いるか

●在宅福祉介護

工

者慰労金の給付、一人

事

暮らし安心コール、在

請

宅福祉利用券給付事業

負

を行い、ひとり暮らし

費

高齢

者等が在宅で安心

1

して生活できるよう支

8

援する。
評   価

コ

節

メント

・成果を落とさ

 

ずにコストを削減する

負

方法はあるか

効 率 

担

性 ・効率性向上に努め

金

ているか 変わらない

・

補

使用料などの受益者負

助

担や補助対象事業の範

及

囲など、財源確保の余

び

地はないか

●住宅改修

交

事業については、県補

付

助金を活用している。

金

●在宅福祉介護者慰労

そ

金については、理事者

の

と協議し、現在の制度

他

を継続実施している。

Ｃ

評   価

コメント

振

Ｈ

り返り（決算年度の取

Ｅ

組み課題）

●在宅福祉

Ｃ

介護者慰労金について

Ｋ

は、介護保険事業（地

個

域支援事業）の対象と

別

ならないため、一般財

評

源負担で継続実施し

た

価

。おむつ購入利用券事

項

業についても、一部の

目

対象者は介護保険事業

評

（地域支援事業）の対

価

象とならないため、有

観

料老人

ホーム、サービ

点

ス付高齢者向け住宅の

評

居住者を対象外として

価

継続実施した。

●住民

内

税非課税で重度要介護

容

者については、介護保

・

険特別会計の事業とし

市

ておむつ給付費を計上

民

しているが、国の通知

の

に

よりその取扱い期間

生

が2027年3月末ま

命

でとさ支給れているた

・

め、一般財源による事

財

業としていくか検討が

産

必要である。

を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

在宅福祉介護者慰労金

令

21,500
7節  

和

報償費 21,500

消

 

耗品費77、印刷製本

6

費20
10節 需用費

年

97

助け合い推進事業

度

関連事業委託料2,1

当

29、ひとり暮らし安

初

心コール事業委
12節

予

 委託費 2,352
託

算

料223

14節 工事

　

請負費 0

高齢者にやさ

事

しい住宅改良促進補助

業

1,260、介護保険

費

社福軽減補助金210

の

、
18節 負担金補助

内

及び交付金 1,559

訳

その他89

扶助費16

主

,030、その他70

な

その他 16,100

Ｃ

節

ＨＥＣＫ

個別評価

項目

金

評価観点 評価内容

・市

額

民の生命・財産を守る

内

ため市が実施すること

容

が必要不可欠な事業で

7

あるか

・行政内部の管

節

理運営上必要な事業で

 

あるか

必 要 性 ・市

 

が主体となり実施すべ

報

き事業か 高い

・法的な

償

根拠や公的関与の妥当

費

性はあるか

・目的は結

1

果（施策の目指す理想

0

）に結びついているか

節

●ひとり暮らし高齢者

 

等が安心して生活を送

需

れるよう必要な支援を

用

行う事業を実施してい

費

る。

評   価

コメン

1

ト

・事業の成果は上が

2

っているか

・目標に対

節

する達成度は十分か

有

 

 効 性 ・市民生活上



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

ひとり暮らし高齢者等の安心した生活や重度要介護者 ひとり暮らし高齢者や重度要介護者の在宅

内

福祉の充実

や家族の在

部

宅生活を支援するため

評

必要ではあるが、在 を

価

図る。介護保険制度を

【

補完するためにも必要

二

な事業

宅福祉利用券給

次

付事業や在宅福祉介護

】

者慰労金支給事 である

4

。

業は今後の支給方法

頁

を検討する必要がある

Ａ

。

外部評価

次年度以降

Ｃ

の方向性

外部評価コメ

Ｔ

ント

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

ラブ・シニアクラブ連

規

合会への支援を行

った

完

。 った。

・シルバー人

了

材センター等への運営

事

費補助を行った。 ・シ

業

ルバー人材センター等

ゼ

への運営費補助を行っ

ロ

た。

令和 6年度　予

予

定 令和 7年度　予定

算

・高齢者訪問の実施。

事

・屋内ゲートボール場

業

の管理運営の委託。

・

担

各町老人クラブ・シニ

当

アクラブ連合会への支

者

援の実

施。

・シルバー

全

人材センター等への運

体

営費補助の実施。

計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 滝澤和美

全体計画 令和 3年度 ～ 令和 7年度 経費区分 部局長裁量枠 内線 3326

事務事業名 4091 高齢者生きがい対策事業

所　　属 100300 健康福祉部・高齢者福祉課

施　　策 02010400 生きがいづくりと介護予防の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 030103 民生費・社会福祉費・高齢者対策費
科目

事業 040000 高齢者生きがい対策事業

事業目的 事業概要・効果 

高齢者の生きがいや健康づくりを推進するため、シル 高齢者が健康で豊かな生活を過ごすための生きがいや

バー人材センター等の高齢者による社会生産活動への 生活の安定を図るための就労支援、シニアクラブの地

積極的参加やシニアクラブ等をはじめとする自主的団 域貢献事業及びス

内

ポーツを通じての健康

部

維持による長

体への加

評

入がしやすい環境づく

価

りを図る。 寿社会を目

【

指す。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

二

年度実績及び予定

令和

次

 2年度　実績 令和 

】

3年度　実績

・高齢者

1

訪問を行った。 ・高齢

頁

者訪問を行った。

・屋

令

内ゲートボール場の管

和

理運営を行った。 ・屋

　

内ゲートボール場の管

６

理運営を行った。

・各

年

町老人クラブ・シニア

度

クラブ連合会への支援

　

を行 ・各町老人クラブ

行

・シニアクラブ連合会

政

への支援を行

った。 っ

評

た。

・シルバー人材セ

価

ンター等への運営費補

事

助を行った。 ・シルバ

業

ー人材センター等への

別

運営費補助を行った。

シ

令和 4年度　実績 令

ー

和 5年度　実績

・高

ト

齢者訪問を行った。 ・

実

高齢者訪問を行った。

計

・屋内ゲートボール場

対

の管理運営を行った。

象

・屋内ゲートボール場

評

の管理運営を行った。

価

・各町老人クラブ・シ

対

ニアクラブ連合会への

象

支援を行 ・各町老人ク



いきいきプランの目標値を設定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位 件

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 36,541 40,072

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 629 604

財 源 地方債 0 0

その他 5,393 5,383

一般財源 30,519 34,085

正規職員 0.8 0.8
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

内

会計年度（パート） 0

部

.0 0.3

正規職員 5

評

,629.6 5,62

価

9.6

人　員 会計年度

【

（フル） 0.0 0.0

二

コスト 会計年度（パー

次

ト） 0.0 530.7

】

計 5,629.6 6,

2

160.3

市民一人当

頁

たりの経費 0.8 0.

指

9

総額 42,170.

 

6 46,232.3

（

標

単位：千円）

令和 5

 

年度決算　事業費の内

名

訳

主な節 金額 内容

高齢

算

者訪問品代570
7節

　

  報償費 570

消耗

　

品費10、印刷製本費

式

203、修繕料121

単

10節 需用費 334

位

筆耕業務委託料83、

年

屋内ゲートボール場指

　

定管理者委託料381

　

12節 委託費 464

度

14節 工事請負費 0

令

老人福祉センター運営

和

費補助金17,975

 

、シルバー人材センタ

3

ー運営費補助
18節 

年

負担金補助及び交付金

度

34,698
金15,

令

401、その他1,3

和

22

土地借上料427

 

、その他48
その他 4

4

75

年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 須高広域シルバー人材センターの受託件数

算　　式 シルバー人材センターの年間受託件数 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 3,722 3,722 3,722 3,722 3,722
目 標 値

実 績 3,439 3,403 3,172

指標選定 地域で生きがいを持って社会参加活動をしている１つの指標

の 理 由

最終年度 高齢者いきいきプランの目標値を設定

目標の根拠

指 標 名 介護予防サポーター養成講座受講者数(累計)

算　　式 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 380 400 420 440 460
目 標 値

実 績 360 371 385

指標選定 高齢者



委

しているか 有効

・行政

託

内部の管理上の課題解

費

決に貢献しているか

・

1

事業の目的が達成でき

4

るような事業内容にな

節

っているか

●シルバー

 

人材センターを支援す

工

ることにより、高齢者

事

の就業機会の確保と社

請

会参加を促進した。

●

負

各町老人クラブやシニ

費

アクラブ連合会等を支

1

援することを通じて、

8

高齢者の生きがいや健

節

康づくりを推進す
評 

 

  価
ることができた

負

。
コメント

・成果を落

担

とさずにコストを削減

金

する方法はあるか

効 

補

率 性 ・効率性向上に

助

努めているか 変わらな

及

い

・使用料などの受益

び

者負担や補助対象事業

交

の範囲など、財源確保

付

の余地はないか

●老人

金

福祉センター永楽荘（

そ

市社協所管）に対し運

の

営費を補助しているが

他

、施設の老朽化が進み

Ｃ

、今後大規模

修繕が必

Ｈ

要になった場合の施設

Ｅ

の廃止等について、社

Ｃ

協と打合せを行った。

Ｋ

評   価

コメント

振

個

り返り（決算年度の取

別

組み課題）

●88歳、

評

100歳、男女最高齢

価

の方に対し、高齢者訪

項

問を行い、祝状・祝品

目

を進呈しているが、今

評

後の実施のあり方につ

価

い

て検討する必要があ

観

る。

●屋内ゲートボー

点

ル場の管理運営委託、

評

各町老人クラブへの支

価

援、シルバー人材セン

内

ター等への運営費補助

容

を行った。

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

高齢者訪問品代561

令

7節  報償費 561

和

印刷製本費200、修

 

繕料210
10節 需

6

用費 410

筆耕業務委

年

託料94、屋内ゲート

度

ボール場指定管理者委

当

託料381
12節 委

初

託費 475

14節 工

予

事請負費 0

老人福祉セ

算

ンター運営費補助金2

　

1,377、シルバー

事

人材センター運営費補

業

助
18節 負担金補助

費

及び交付金 38,16

の

2
金15,401、そ

内

の他1,384

土地借

訳

上料414、その他5

主

0
その他 464

ＣＨＥ

な

ＣＫ

個別評価

項目 評価

節

観点 評価内容

・市民の

金

生命・財産を守るため

額

市が実施することが必

内

要不可欠な事業である

容

か

・行政内部の管理運

7

営上必要な事業である

節

か

必 要 性 ・市が主

 

体となり実施すべき事

 

業か 高い

・法的な根拠

報

や公的関与の妥当性は

償

あるか

・目的は結果（

費

施策の目指す理想）に

1

結びついているか

●高

0

齢者が健康で豊かな生

節

活を過ごすための生き

 

がいと健康づくりの支

需

援や安定を図ることが

用

できた。

評   価

コ

費

メント

・事業の成果は

1

上がっているか

・目標

2

に対する達成度は十分

節

か

有 効 性 ・市民生

 

活上の課題解決に貢献



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 簡易な改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

高齢者の経験や技術、知識を地域に行かせるような環 高齢者が積極的に地域に関わることによる、

内

生きがい

境を整備し、

部

高齢者の活躍の場をつ

評

くることが介護予 づく

価

りや社会参加を促進す

【

ることで、介護予防や

二

健康

防や健康づくりに

次

つながる。 寿命延伸に

】

効果がある。

長寿を祝

4

う高齢者訪問事業は在

頁

り方を検討する必要が

Ａ

ある。

外部評価

次年度

Ｃ

以降の方向性

外部評価

Ｔ

コメント

ＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

の運営管理及

び養護老

規

人ホーム入所判定等の

完

負担金を支払う。

了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 滝澤和美

全体計画 令和 3年度 ～ 令和 7年度 経費区分 － 内線 3326

事務事業名 4093 広域老人ホーム運営事業

所　　属 100300 健康福祉部・高齢者福祉課

施　　策 02010400 生きがいづくりと介護予防の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 030103 民生費・社会福祉費・高齢者対策費
科目

事業 050000 広域老人ホーム運営事業

事業目的 事業概要・効果 

●ひとり暮らしや認知症になっても、必要な時に必要 ①老人福祉施設管理費負担金(人口割90%＋均等割10%)

なサービスが利用でき、安心して暮らせるよう、長野 ②老人ホーム入所判定委員会費負担金

広域内の施設運営等に係る費用を構成自治体で負担す (人口割90%＋均等割10%)

る

内

。 ③養護・特養老人ホ

部

ーム施設運営費負担金

評

④公債費負担金(養護

価

松寿荘、はにしな寮、

【

特養松寿

荘、小布施荘

二

) 

施設整備により入

次

所者の居住環境の向上

】

を図る。

 

ＰＬＡＮ－

1

ＤＯ

年度実績及び予定

頁

令和 2年度　実績 令

令

和 3年度　実績

長野

和

広域連合における高齢

　

者福祉施設等の運営管

６

理及 長野広域連合にお

年

ける高齢者福祉施設等

度

の運営管理及

び養護老

　

人ホーム入所判定等の

行

負担金を支払った。 び

政

養護老人ホーム入所判

評

定等の負担金を支払っ

価

た。

令和 4年度　実

事

績 令和 5年度　実績

業

長野広域連合における

別

高齢者福祉施設等の運

シ

営管理及 長野広域連合

ー

における高齢者福祉施

ト

設等の運営管理及

び養

実

護老人ホーム入所判定

計

等の負担金を支払った

対

。 び養護老人ホーム入

象

所判定等の負担金を支

評

払った。

令和 6年度

価

　予定 令和 7年度　

対

予定

長野広域連合にお

象

ける高齢者福祉施設等



 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 47,247 47,258

正規職員 0.1 0.1
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 703.7 703.7

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 703.7 703.7

市民一人当たりの経費 0.9 0.9

総額 47,950.7 47,961.7

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

14節 工事請負

内

費 0

長野広域連合特別

部

養護老人ホーム負担金

評

47,247
18節 

価

負担金補助及び交付金

【

47,247

その他 0

二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 　 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 長野広域連合への負担金であり適する指標がないため

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 47,247 47,258

国庫支出金 0 0

特



委

住み慣れた地

域で安心

託

して暮らすことができ

費

る。
評   価

コメン

1

ト

・成果を落とさずに

4

コストを削減する方法

節

はあるか

効 率 性 ・

 

効率性向上に努めてい

工

るか 変わらない

・使用

事

料などの受益者負担や

請

補助対象事業の範囲な

負

ど、財源確保の余地は

費

ないか

●事務の性格上

1

、コスト削減は困難で

8

ある。

評   価

コメ

節

ント

振り返り（決算年

 

度の取組み課題）

●長

負

野広域連合の老人福祉

担

施設管理費負担金、老

金

人ホーム入所判定委員

補

会負担金等の支出を行

助

った。

及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

12節 

和

委託費 0

14節 工事

 

請負費 0

長野広域連合

6

特別養護老人ホーム負

年

担金47,258
18

度

節 負担金補助及び交

当

付金 47,258

その

初

他 0

ＣＨＥＣＫ

個別評

予

価

項目 評価観点 評価内

算

容

・市民の生命・財産

　

を守るため市が実施す

事

ることが必要不可欠な

業

事業であるか

・行政内

費

部の管理運営上必要な

の

事業であるか

必 要 

内

性 ・市が主体となり実

訳

施すべき事業か 必要不

主

可欠

・法的な根拠や公

な

的関与の妥当性はある

節

か

・目的は結果（施策

金

の目指す理想）に結び

額

ついているか

●高齢者

内

が住み慣れた地域で安

容

心して暮らせるように

7

、長野広域管内の高齢

節

者福祉施設整備を進め

 

ている。

評   価

コ

 

メント

・事業の成果は

報

上がっているか

・目標

償

に対する達成度は十分

費

か

有 効 性 ・市民生

1

活上の課題解決に貢献

0

しているか 大変有効

・

節

行政内部の管理上の課

 

題解決に貢献している

需

か

・事業の目的が達成

用

できるような事業内容

費

になっているか

●長野

1

広域管内の施設整備を

2

進めることにより、高

節

齢者が必要な時に必要

 

なサービスを利用し、



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

長野広域連合の老人福祉施設運営に係る負担金で、施 長野広域連合で、管内の施設整備等を進め

内

ることによ

設整備によ

部

り入所者の居住環境の

評

向上を図るため必要 り

価

、効果的な管理運営が

【

図られている。

である

二

。

外部評価

次年度以降

次

の方向性

外部評価コメ

】

ント

4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 滝澤和美

全体計画 令和 3年度 ～ 令和 7年度 経費区分 部局長裁量枠 内線 3326

事務事業名 4094 老人ホーム措置事業

所　　属 100300 健康福祉部・高齢者福祉課

施　　策 02010400 生きがいづくりと介護予防の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 030104 民生費・社会福祉費・老人措置費
科目

事業 010000 老人ホーム措置事業

事業目的 事業概要・効果 

老人ホーム入所者の適切な措置と効率的な事務執行を 環境上の事情・経済的な事情等により居宅において養

図る。 護を受けることが困難な須坂市内の高齢者の入所措置

を行う。

須坂市の措置入所分の措置費を支給する。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

環境

内

上の事情・経済的な事

部

情等により居宅におい

評

て養 環境上の事情・経

価

済的な事情等により居

【

宅において養

護を受け

二

ることが困難な須坂市

次

内の高齢者の入所措置

】

護を受けることが困難

1

な須坂市内の高齢者の

頁

入所措置

を行った。 を

令

行った。

令和 4年度

和

　実績 令和 5年度　

　

実績

環境上の事情・経

６

済的な事情等により居

年

宅において養 環境上の

度

事情・経済的な事情等

　

により居宅において養

行

護を受けることが困難

政

な須坂市内の高齢者の

評

入所措置 護を受けるこ

価

とが困難な須坂市内の

事

高齢者の入所措置

を行

業

った。 を行った。

令和

別

 6年度　予定 令和 

シ

7年度　予定

環境上の

ー

事情・経済的な事情等

ト

により居宅において養

実

護を受けることが困難

計

な須坂市内の高齢者の

対

入所措置

を行う。

象 評価対象



財 源 地方債 0 0

その他 16,730 19,764

一般財源 52,301 53,947

正規職員 0.6 0.6
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.1

正規職員 4,222.2 4,222.2

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 176.9

計 4,222.2 4,399.1

市民一人当たりの経費 1.4 1.5

総額 73,253.2 78,110.1

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

消耗品費4
10節 需用費 4

12

内

節 委託費 0

14節 

部

工事請負費 0

18節 

評

負担金補助及び交付金

価

0

養護老人ホーム入所

【

措置費69,020、

二

その他7
その他 69,

次

027

】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定 指標を測定する方法がないため

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 69,031 73,711

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0



委

活を送ることが

評  

託

 価

コメント

・成果を

費

落とさずにコストを削

1

減する方法はあるか

効

4

 率 性 ・効率性向上

節

に努めているか 変わら

 

ない

・使用料などの受

工

益者負担や補助対象事

事

業の範囲など、財源確

請

保の余地はないか

●措

負

置入所者から規則で定

費

められている本人費用

1

の徴収を行っている。

8

評   価

コメント

振

節

り返り（決算年度の取

 

組み課題）

●養護老人

負

ホームの措置入所を行

担

い、措置入所者の生活

金

安定を図った。

補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

消耗

令

品費3
10節 需用費

和

3

12節 委託費 0

1

 

4節 工事請負費 0

1

6

8節 負担金補助及び

年

交付金 0

養護老人ホー

度

ム入所措置費72,5

当

00、その他1,20

初

8
その他 73,708

予

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

算

目 評価観点 評価内容

・

　

市民の生命・財産を守

事

るため市が実施するこ

業

とが必要不可欠な事業

費

であるか

・行政内部の

の

管理運営上必要な事業

内

であるか

必 要 性 ・

訳

市が主体となり実施す

主

べき事業か 必要不可欠

な

・法的な根拠や公的関

節

与の妥当性はあるか

・

金

目的は結果（施策の目

額

指す理想）に結びつい

内

ているか

●環境上・経

容

済上の事情により、居

7

宅において養護を受け

節

ることが困難な市内の

 

高齢者の入居措置を行

 

った。

 
評   価

コ

報

メント

・事業の成果は

償

上がっているか

・目標

費

に対する達成度は十分

1

か

有 効 性 ・市民生

0

活上の課題解決に貢献

節

しているか 大変有効

・

 

行政内部の管理上の課

需

題解決に貢献している

用

か

・事業の目的が達成

費

できるような事業内容

1

になっているか

●入所

2

を必要とする高齢者が

節

施設へ措置入所するこ

 

とにより、安定した生



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

老人福祉法に基づき、生活環境や経済的理由により、 老人ホームの措置入所を行い、措置入所者

内

の生活安定

居宅での養

部

護を受けることが困難

評

な高齢者を養護老人 を

価

図った。入所施設の確

【

保や適切な入所措置は

二

重要で

ホームへの措置

次

入所を行い、自立支援

】

と生活の安定を ある。

4

図るため必要である。

頁

外部評価

次年度以降の

Ａ

方向性

外部評価コメン

Ｃ

ト

ＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

合計　　　　　　　　

規

　　　2,820件

令

完

和 6年度　予定 令和

了

 7年度　予定

介護予

事

防サービス計画作成数

業

　　地域包括支援セン

ゼ

ター分　　1,500

ロ

件

　　事業者委託分　

予

　　　　　　1,40

算

0件

　　合計　　　　

事

　　　　　　　2,9

業

00件

担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 津山美由紀・中村英基

全体計画 令和 3年度 ～ 令和 7年度 経費区分 － 内線 3362

事務事業名 4096 介護予防支援事業

所　　属 100300 健康福祉部・高齢者福祉課

施　　策 02010400 生きがいづくりと介護予防の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 030108 民生費・社会福祉費・地域包括支援センター費
科目

事業 020000 介護予防支援事業

事業目的 事業概要・効果 

高齢者が住み慣れた地域で、尊厳あるその人らしい生 高齢者の自立支援をするために、要支援認定者に対し

活が継続できるようにすることを目的に、支援や介護 て介護予防支援（介護予防サービス計画作成）を実施

を要する状態になっても、できる限り自宅で自立した する。

生活を営め

内

るように支援する。

Ｐ

部

ＬＡＮ－ＤＯ

年度実績

評

及び予定

令和 2年度

価

　実績 令和 3年度　

【

実績

介護予防サービス

二

計画作成件数 介護予防

次

サービス計画作成件数

】

　　地域包括支援セン

1

ター分　　2,082

頁

件 　　地域包括支援セ

令

ンター分　　2,01

和

2件

　　事業者委託分

　

　　　　　　　2,3

６

69件 　　事業者委託

年

分　　　　　　　1,

度

995件

　　合計　　

　

　　　　　　　　　4

行

,451件　 　　合計

政

　　　　　　　　　　

評

　4,007件

令和 

価

4年度　実績 令和 5

事

年度　実績

介護予防サ

業

ービス計画作成件数 介

別

護予防サービス計画作

シ

成件数

　　地域包括支

ー

援センター分　　1,

ト

343件 　　地域包括

実

支援センター分　　1

計

,458件

　　事業者

対

委託分　　　　　　　

象

1,493件 　　事業

評

者委託分　　　　　　

価

　1,362件

　　合

対

計　　　　　　　　　

象

　　2,836件 　　



58 13,036

一般財源 64 0

正規職員 1.5 1.5
人員数

会計年度（フル） 1.2 1.7
（人）

会計年度（パート） 0.8 0.3

正規職員 10,555.5 10,555.5

人　員 会計年度（フル） 4,297.2 6,087.7

コスト 会計年度（パート） 1,415.2 530.7

計 16,267.9 17,173.9

市民一人当たりの経費 0.5 0.6

総額 25,689.9 30,209.9

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

 
12節 委託費 5,867

ケア

内

マネジメント委託料5

部

,867

14節 工事

評

請負費 0

18節 負担

価

金補助及び交付金 0

給

【

料2,415　職員手

二

当等559　共済費5

次

81
その他 3,555

】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 無し

算　　式 単位 ％

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 9,422 13,036

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 9,3



委

うな事業内容になって

託

いるか

適切な介護予防

費

支援（介護予防サービ

1

ス計画）を実施するこ

4

とで、高齢者の自立支

節

援につながる。

評  

 

 価

コメント

・成果を

工

落とさずにコストを削

事

減する方法はあるか

効

請

 率 性 ・効率性向上

負

に努めているか 変わら

費

ない

・使用料などの受

1

益者負担や補助対象事

8

業の範囲など、財源確

節

保の余地はないか

事業

 

の性格上、コスト削減

負

は困難である。

評  

担

 価

コメント

振り返り

金

（決算年度の取組み課

補

題）

高齢化の進展に伴

助

い、対象となる要支援

及

認定者の増加も見込ま

び

れるが、必要な方への

交

介護予防支援（介護予

付

防サービス計

画作成）

金

を実施するにあたり、

そ

業務委託している居宅

の

介護支援事業所の受入

他

れ件数に制限があるこ

Ｃ

とから、委託型地域包

Ｈ

括支援センターと連携

Ｅ

し、持続可能な体制を

Ｃ

整えていく必要がある

Ｋ

。

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

ケアマネ

和

ジメント委託料8,8

 

00
12節 委託費 8

6

,800
 

14節 工

年

事請負費 0

18節 負

度

担金補助及び交付金 0

当

給料2,496　職員

初

手当等1,064　共

予

済費676
その他 4,

算

236

ＣＨＥＣＫ

個別

　

評価

項目 評価観点 評価

事

内容

・市民の生命・財

業

産を守るため市が実施

費

することが必要不可欠

の

な事業であるか

・行政

内

内部の管理運営上必要

訳

な事業であるか

必 要

主

 性 ・市が主体となり

な

実施すべき事業か 高い

節

・法的な根拠や公的関

金

与の妥当性はあるか

・

額

目的は結果（施策の目

内

指す理想）に結びつい

容

ているか

高齢者が住み

7

慣れた地域で、尊厳の

節

あるその人らしい生活

 

が継続できるようにす

 

るために、支援や介護

報

を要す

る状態になって

償

も、できる限り自宅で

費

生活できるよう自立支

1

援をする上で大切であ

0

る。
評   価

コメン

節

ト

・事業の成果は上が

 

っているか

・目標に対

需

する達成度は十分か

有

用

 効 性 ・市民生活上

費

の課題解決に貢献して

1

いるか 有効

・行政内部

2

の管理上の課題解決に

節

貢献しているか

・事業

 

の目的が達成できるよ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

要支援認定者に適切な介護予防支援を実施し、自立支 高齢者が住み慣れた地域で、尊厳あるその

内

人らしい生

援や重度化

部

防止を推進し、住み慣

評

れた地域で日常生活 活

価

が継続できるために必

【

要な事業である。

を送

二

れるよう支援するため

次

に必要である。

外部評

】

価

次年度以降の方向性

4

外部評価コメント

頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 滝澤和美

全体計画 令和 3年度 ～ 令和 7年度 経費区分 部局長裁量枠 内線 3326

事務事業名 4097 老人福祉センター管理事業

所　　属 100300 健康福祉部・高齢者福祉課

施　　策 02010400 生きがいづくりと介護予防の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 030109 民生費・社会福祉費・老人福祉センター費
科目

事業 010000 老人福祉センター管理事業

事業目的 事業概要・効果 

老人福祉センターを活用して、高齢者の教養の向上、 老人福祉センターくつろぎ荘を指定管理者に委託し、

レクリエーシヨン等により心身の健康増進を図る。 施設の適正管理運営を行う。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

老人福祉セン

内

ターくつろぎ荘の管理

部

運営を引続き須坂 老人

評

福祉センターくつろぎ

価

荘の管理運営を引続き

【

須坂

市社会福祉協議会

二

に指定管理者として委

次

託し、高齢者 市社会福

】

祉協議会に指定管理者

1

として委託し、高齢者

頁

の生きがいや憩いの場

令

を提供した。 の生きが

和

いや憩いの場を提供し

　

た。

令和 4年度　実

６

績 令和 5年度　実績

年

老人福祉センターくつ

度

ろぎ荘の管理運営を引

　

続き須坂 老人福祉セン

行

ターくつろぎ荘の管理

政

運営を引続き須坂

市社

評

会福祉協議会に指定管

価

理者として委託し、高

事

齢者 市社会福祉協議会

業

に指定管理者として委

別

託し、高齢者

の生きが

シ

いや憩いの場を提供し

ー

た。 の生きがいや憩い

ト

の場を提供した。

令和

実

 6年度　予定 令和 

計

7年度　予定

老人福祉

対

センターくつろぎ荘の

象

管理運営を引続き須坂

評

市社会福祉協議会に指

価

定管理者として委託し

対

、高齢者

の生きがいや

象

憩いの場を提供する。



位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 31,346 33,628

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 27 38

一般財源 31,319 33,590

正規職員 0.0 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 0.0 0.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 0.0 0.0

市民一人当たりの経費 0.6 0.6

総額 31,346.0 33,628.0

（単位：千円）

令和 5年度決算　事

内

業費の内訳

主な節 金額

部

内容

7節  報償費 0

評

修繕料517
10節 

価

需用費 517

老人福祉

【

センターくつろぎ荘指

二

定管理者委託料30,

次

829
12節 委託費

】

30,829

14節 

2

工事請負費 0

18節 

頁

負担金補助及び交付金

指

0

その他 0

 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 老人福祉センター年間利用者数

算　　式 単位 人

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000
目 標 値

実 績 11,179 17,456 23,317

指標選定 利用者数での評価が適当なため

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単



委

コストを削減する方法

託

はあるか

効 率 性 ・

費

効率性向上に努めてい

1

るか 変わらない

・使用

4

料などの受益者負担や

節

補助対象事業の範囲な

 

ど、財源確保の余地は

工

ないか

●施設の老朽化

事

が進んでおり、修繕費

請

用が増加する見込みで

負

ある。

評   価

コメ

費

ント

振り返り（決算年

1

度の取組み課題）

●老

8

人福祉センターくつろ

節

ぎ荘の管理運営につい

 

て、市社会福祉協議会

負

を指定管理者として委

担

託し、施設の適正な運

金

営を

行った。

●施設の

補

老朽化今後も健全に施

助

設の維持管理を行うた

及

め、2022年度に実

び

施した適正管理基本調

交

査に基づいた長寿命化

付

改修

工事を行うため、

金

実施計画に位置付けた

そ

。

の他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

修繕

令

料520
10節 需用

和

費 520

老人福祉セン

 

ターくつろぎ荘指定管

6

理者委託料33,10

年

8
12節 委託費 33

度

,108

14節 工事

当

請負費 0

18節 負担

初

金補助及び交付金 0

そ

予

の他 0

ＣＨＥＣＫ

個別

算

評価

項目 評価観点 評価

　

内容

・市民の生命・財

事

産を守るため市が実施

業

することが必要不可欠

費

な事業であるか

・行政

の

内部の管理運営上必要

内

な事業であるか

必 要

訳

 性 ・市が主体となり

主

実施すべき事業か 高い

な

・法的な根拠や公的関

節

与の妥当性はあるか

・

金

目的は結果（施策の目

額

指す理想）に結びつい

内

ているか

●高齢者の教

容

養の向上、心身の健康

7

増進を図る。

評   

節

価

コメント

・事業の成

 

果は上がっているか

・

 

目標に対する達成度は

報

十分か

有 効 性 ・市

償

民生活上の課題解決に

費

貢献しているか 有効

・

1

行政内部の管理上の課

0

題解決に貢献している

節

か

・事業の目的が達成

 

できるような事業内容

需

になっているか

●高齢

用

者の教養の向上、心身

費

の健康増進を進めるこ

1

とにより、高齢者の介

2

護予防につながってい

節

る。

評   価

コメン

 

ト

・成果を落とさずに



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

高齢者の健康づくりと介護予防、交流の拠点として、 老人福祉センターを活用して、高齢者の教

内

養の向上、

老人福祉セ

部

ンターの適切な管理・

評

運営を継続する必要 レ

価

クリエーシヨン等によ

【

り心身の健康増進を図

二

る。

がある。

外部評価

次

次年度以降の方向性

外

】

部評価コメント

4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価



新

続き須坂

市社会福祉協

規

議会に指定管理者とし

完

て委託し、高齢者 市社

了

会福祉協議会に指定管

事

理者として委託し、高

業

齢者

の生きがいや憩い

ゼ

の場を提供した。 の生

ロ

きがいや憩いの場を提

予

供するため、既存不適

算

格の

エレベーターにつ

事

いて改修を行った。

令

業

和 6年度　予定 令和

担

 7年度　予定

老人福

当

祉センターくつろぎ荘

者

の管理運営を引続き須

全

坂

市社会福祉協議会に

体

指定管理者として委託

計

し、高齢者

の生きがい

画

や憩いの場を提供する

経

ため、長寿命化改修

工

費

事に向けた設計業務委

区

託を行う。

分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

令和 2年度　実績 令和 3年度　実績

令和 4年度　実績 令和 5年度　実績

令和 6年度　予定 令和 7年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　６年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 滝澤和美

全体計画 令和 3年度 ～ 令和 7年度 経費区分 実施計画事業費 内線 3326

事務事業名 17211 老人福祉センター整備事業

所　　属 100300 健康福祉部・高齢者福祉課

施　　策 02010400 生きがいづくりと介護予防の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 030109 民生費・社会福祉費・老人福祉センター費
科目

事業 020000 老人福祉センター整備事業

事業目的 事業概要・効果 

老人福祉センターを活用して、高齢者の教養の向上、 2022年度に実施したくつろぎ荘適正管理基本調査によ

レクリエーション等により心身の健康増進を図る。 り、耐震仕様となっていない廊下・ホールの高天井や

経年劣化による電気・機械設備の早急な改修が必要と

内

判明し、令和７年度に

部

改修工事を実施する。

評

工事の間

は１年程休館

価

にし、くつろぎ荘全体

【

を一度に改修する

こと

二

で、利用者の利便性や

次

経費削減を図ることが

】

でき

る。また、永楽荘

1

の老朽化が激しく、廃

頁

止を含めた今

後の運営

令

について、所有者であ

和

る社会福祉協議会と協

　

議していく必要があり

６

、老人福祉センターが

年

市内１か

所になる可能

度

性も想定し、高齢者の

　

生きがいづくりと

介護

行

予防推進のための安心

政

安全な拠点を確保する

評

。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度

価

実績及び予定

令和 2

事

年度　実績 令和 3年

業

度　実績

老人福祉セン

別

ターくつろぎ荘の管理

シ

運営を引続き須坂

市社

ー

会福祉協議会に指定管

ト

理者として委託し、高

実

齢者

の生きがいや憩い

計

の場を提供した。

令和

対

 4年度　実績 令和 

象

5年度　実績

老人福祉

評

センターくつろぎ荘の

価

管理運営を引続き須坂

対

老人福祉センターくつ

象

ろぎ荘の管理運営を引



その他 0 0

一般財源 30 1,700

正規職員 0.0 0.0
人員数

会計年度（フル） 0.0 0.0
（人）

会計年度（パート） 0.0 0.0

正規職員 0.0 0.0

人　員 会計年度（フル） 0.0 0.0

コスト 会計年度（パート） 0.0 0.0

計 0.0 0.0

市民一人当たりの経費 0.2 0.3

総額 8,030.0 16,900.0

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費 0

10節 需用費 0

12節 委託費 0

工事請負費8,030
14節 工事請負費 8,030

18節 負担金補助及び交付金 0

その

内

他 0

部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

会計年度（フル）
（人）

会計年度（パート）

正規職員

人　員 会計年度（フル）

コスト 会計年度（パート）

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

令和 5年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

7節  報償費

10節 需用費

12節 委託費

14節 工事請負費

18節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

令和 5年度 令和 6年度

決　　　算 予　　　算

事業費 8,030 16,900

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 8,000 15,200



委

コストを削減する方法

託

はあるか

効 率 性 ・

費

効率性向上に努めてい

1

るか 変わらない

・使用

4

料などの受益者負担や

節

補助対象事業の範囲な

 

ど、財源確保の余地は

工

ないか

●施設の老朽化

事

が進んでおり、計画的

請

な修繕が必要である。

負

評   価

コメント

振

費

り返り（決算年度の取

1

組み課題）

●2023

8

年度はエレベーター改

節

修工事を実施した。

 負担金補助及び交付金

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 6

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

10

令

節 需用費 0

設計業務

和

委託料16,900
1

 

2節 委託費 16,9

6

00

14節 工事請負

年

費 0

18節 負担金補

度

助及び交付金 0

その他

当

0

ＣＨＥＣＫ

個別評価

初

項目 評価観点 評価内容

予

・市民の生命・財産を

算

守るため市が実施する

　

ことが必要不可欠な事

事

業であるか

・行政内部

業

の管理運営上必要な事

費

業であるか

必 要 性

の

・市が主体となり実施

内

すべき事業か 高い

・法

訳

的な根拠や公的関与の

主

妥当性はあるか

・目的

な

は結果（施策の目指す

節

理想）に結びついてい

金

るか

●高齢者の教養の

額

向上、心身の健康増進

内

を図るための施設とし

容

て、整備は必要である

7

。

評   価

コメント

節

・事業の成果は上がっ

 

ているか

・目標に対す

 

る達成度は十分か

有 

報

効 性 ・市民生活上の

償

課題解決に貢献してい

費

るか 有効

・行政内部の

1

管理上の課題解決に貢

0

献しているか

・事業の

節

目的が達成できるよう

 

な事業内容になってい

需

るか

●安全に場を提供

用

することにより、高齢

費

者の教養の向上、心身

1

の健康増進を図り、介

2

護予防につながってい

節

る

。
評   価

コメン

 

ト

・成果を落とさずに



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

高齢者の教養の向上及びレクリエーション等により健 老人福祉センターが安心安全に利用できる

内

よう計画的

康や福祉の

部

増進を図る場である老

評

人福祉センターが安 な

価

修繕が必要であり、今

【

後、整備を進める。

心

二

安全に利用できるよう

次

計画的な修繕が必要で

】

ある。

外部評価

次年度

4

以降の方向性

外部評価

頁

コメント

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


